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平成28年2月定例会

議案説明資料

予算に関する説明書

(平成28年度当初予算等関係)

商 工労働部

*各事業の説明資料の「本年度」の欄は来年度の当初計上額

「前年度」の欄は今年度の 6月補正後予算額

「比較」の欄は「今年度」ー「前年度」の額

*トータルコストについて

トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。

あくまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には

一致していません。

また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が0.0人役と

なるものについては、人件費を0としています。
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議案第1・7号
議案説明資料総括表

【当初予算] 商工労働部(単位:千円)

課 名 本年度 前年度 比較
財源肉訳

国庫支出金|起 債|その他| 一般財源
備考

【一般会計]

商工政策課

立地戦略課

産業振興課

企業支援課

通商物流課

労働政策課

就業支援諜

販路拡大・輸出促進課

食のみやこ推進課

695，4761 764，2651 '" 68，789 21 695，455 
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278，9321 294，7611 ム 15，829 33 278，899 

652，521 

671，421 

111，541 

9，963 

1，879，2121 2，001，5841 '" 122，3721 1，062，5071 114，0001 50，184 

696，4241 1，168，5551 '" 472，131 

111，5411 181，1151 '" 69，574 

自，9631 9，9771 '" 14 

25，003 

(81，500) 県費負担

一般会計合計

【特別会計】

企業支援課

15，009，5411 14，881，296 128，2451 1，062，5071 114，0001 1，031，2161 12，801，8181 12，883，318 

258，685 1 105，481 153，204 249，637 9，048 

説明[主な事業]

【立地戦略課】 企業立地事業補助金

働くぞ!頑張る企業を応援する鳥取県雇用促進事業

企業投資促進のための工業団地再整備事業補助金

[産業振興課】 産学共同事業化プロジェクト支援事業

地域創業促進事業

IoT活用ビジネス創出支援事業

【企業支援課】 とっとり企業支援ネットワーク連携強化事業

企業自立サポート事業(制度金融費)

鳥取県版経営革新総合支援事業

1 【通商物流課】 運輸事業振興助成事業

環日本海圏航路就航奨励事業

【労働政策課】 (新)[政府機関移転関連〕とっとり高度技能開発拠点形成事業

鳥取県戦略産業雇用創造プロジヱクト事業費

鳥取県地域創生人材育成事業

(新)若年者等への技能承継事業

鳥取県未来人材育成奨学金支援事業

女性・中高年者就業支援事業

陣がい者就業定着強化事業

、

【就業支援課】

【販路拡大・輸出促進課】 【鳥取フードバレー戦略事業】食の安全・安心プロジェクト推進事業

(注)起債欄の上段く>書きは、交付税措置額を除いた額である。

県費負担は、起債欄のく〉書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

度|前年度

商工政策課(内線:7212)→事業実施:労働政策課

(単位:千円)

財 源 内 訳 |
比較f--------，---;--，------1 fi庸考

100庫支出金|起債|その他|一般財源

。 4，823 4，823 
• 

、J

M 

n
，』



" 

、，

平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費

1目 商業総務費

商工政策課(内線:7212)
(単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比 較
財源内訳

備考
目庫支出生起債その他 一般財源

職員人件費
466， 818 475， 824 ム9，006 466， 818 

事業内容の説明

一般職員 66名(商工政策課、産業振興課、企業支援課、通商物流課、市場開拓局)の人件費

雪量労働部管理運
24， 553 20， 466 4，087 

〈雑入2}1 
24， 532 

トータJレコスト 76， 800千円(前年度 85， 693千円) [正職員:6.7人非常勤職員:2. 0人]

主な業務内 容 部内総括、人事・組織運営、予算編成、庶務事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
商工労働部内、地方機関等との総合調整等、円滑な事業執行に要する経費

-非常勤職員 (2名)の人件費 (5，022千円)

-鳥取県産業振興功労知事表彰に係る経費 (300千円)
-その他事務的経費(19， 231千円)

7款商工費

1項商業費 商工政策課(内線:7212)
2目 商業振興費 (単位・千円)

事業名 本 年 度 前年度 比 較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

産業政策形成事業
1.214 1. 561 ム347 1， 214 

トータルコスト 17， 590千円(前年度 17， 868千円) [正職員:2. 1人]

主 な業務内容 ワーキンググループ運営、連絡調整等

工程表の政策目標(指標)
鳥20取10県定年経~(済成20再長20生率年成換ま算長で戦での略、10の年年喧推;均進で約にG0よD3るP%川自の民7上0所0乗億得せ円の)、増雇及用び創新出規7雇，0用00創人出をの目実標現と.し
て設

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
TPPの大筋合意による県内中小企業への影響や地方創生に絡んだ新たな施策の展開等、業種

-業態毎に抱える課題や外部環境変化への対応方策などについて、県内の企業経営者の方とー
緒にオーダーメード型の施策検討の場を随時設定し、機動的、柔軟な産業政策形成を行う。

2 主な事業内容
業種・業態特有の課題や外部環境変化等に即して、県内の企業経営者や関係団体等と官民連携

で課題解決のための検討会を随時編成し、機動的な施策立案を行う。

[想定課題] 事業環境変化 (TPP、地方創生)への対応策、ものづくり産業の振興策、
雇用創造に向けた産業の振興策 など

[メンバー] 各テーマに即した県内外の企業経営者・有識者、鳥取県産業技術センター、
鳥取県産業振興機構等の支援機関 など 8名程度で構成

[想定回数] 2ワーキンググループ×各4回程度

3 これまでの取組状況、改善点
平成 19年度以降、経済・雇用振興キャビネットを圏域別に設置・運営していたが、平成22

年度以降は、参加企業経営者の意見を踏まえ、参加者の課題認識が共有できる業種・業態別で
編成している。

-~-



平成 28年度一般会計当初予算説明資料

7款商工費
1項商業費 商工政策課(内線:7212)
2目 商業振興費 (単位:千円)

事業名 |本年度|前年度|比較
財 源 内 訳

備考
目庫支出金|起債|その他|一般財源

鳥取県経済成長戦
略推進事業 400 596 ム196

トータルコスト I9，758千円(前年度且 914千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容|鳥取県経済成長戦略会議の開催等

400 

工程表の政策目標(指標)I 鳥取県経済再生成長戦略の推進による県民所得の増及び新規雇用創出の実現
: 2010年~2020年までの10年間でGDP約700億円、雇用車IJ出7000人を目標とし
て設定(成長率換算で、年平均約0.3%の上乗せ)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「鳥取県経済再生成長戦略(平成22年4月策定、平成25年4月改訂)J の推進に向け、有

識者で構成する経済成長戦略会議を開催し、外部環境変化に対応した推進方策を検討する。

2 主な事業内容
O経済成長戦略会議の開催 (400千円〔報酬))

経済再生成長戦略を推進する方策の提言をいただくため、経済成長戦略会議を開催する。
[開催回数J2回程度
[構成員]各成長分野で活躍されている有識者

3 これまでの取組状況、改善点
-人口減少下においても持続性のある経済成長の実現に向け、平成22年4月に鳥取県経済
成長戦略を策定した。

・その後、世界的な競争の激化や急激な円高等を背景とした大企業の統廃合や製造拠点の海外
移転などにより、県内経済は一層厳しい状況になったことから、県内製造業の再生を図ると
ともに、新たな成長分野を取り込むことで、目標達成を図るため、既存の成長戦略に新たな
分野等を加えた「鳥取県経済再生成長戦略」を平成25年4月に策定した。

-平成 27年度からは、医療機器・自動車・航空機を成長3分野と位置づけ、これらの分野を
対象とした、鳥取県地域創生人材育成事業による管理技術も含む複数の技能・技術を有する

'‘ 

、d

多能工育成や、政府機関の地方移転における職業能力開発総合大学校の一部機能移転の提案l ぱ

などを実施してきたところである。

4-
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線・ 72 1 2) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度| 前年度|比較備考

国庫支出金|起債|その他|一般財源

" 

鳥取県中小企業
B C P (事業継
続計画)策定支
援事業

トータルコスト I7， 901千円(前年度 11， 724千円) [正職員:0.3人]

5，562 9，3941 ム3，832 5， 562 

、4

主な業務内容|普及セミナー、 BCP策定ワークショップの開億個別策定支援の補助金事務等

工程表の政策目標(指標)1中小企業への事業継続計画 (BC P)の普及啓発・策定支援による危機管
理機能の向上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

東日本大震災以降、 BCP (事業継続計画)への注目が高まり、また取引先等による策定要請
といった動きなど、災害時の業務継続のみならず、平常時の社会的信用力の強化や取引の確保・
経営基盤の維持といったニーズが高まっていることから、県内中小企業のBCP策定を促進する。

2 主な事業内容

(1)普及啓発の推進 (762千円)
普及啓発セミナーの開催、商工団体等主催の勉強会等に講師を派遣する。

(2) BCP策定・改善の支援 (3，689千円)
ア BCP策定ワークショッブ(集合形式による策定支援会)による策定支援(1， 158千円)

平成 24年度に業種別BCPモデルを策定した次の業種について、モデルを活用したBC
P策定ワークショップを開催し、 BCP策定企業の増加を図る。

0対象業種:①食品加工、②金属・機械、③建設、④卸・小売、⑤運輸、⑤電気機械

イ 専門家活用による個別策定支援 (2，250千円)
専門家活用による個別策定支援を希望する企業に対して、その経費を補助する。
0派遣企業:1 5社程度

補助額等:上限 30万円(10/10補助)キ上限 15万円(1/2補助)に見直し

ウ 企業担当者へのBCP継続改善スキル研修 (281千円)
企業のBCP担当者が、自社BCPの継続的な改善を行うための能力を習得するため、集
合形式で演習・訓練実施方法等の研修を実施する。

( 3 )企業経営カの向上に資するBCPの推進 (297千円)

企業BCP運用・活用セミナー (297千円)) 
企業経営者等を対象にBCPを災害時のみならず、平日寺の事業運営において、業務効率
化や営業戦略に結びつける事例や手法について学ぶセミナーを実施する。

(4 )その他 (814千円)
BCP策定戦略評価委員会の開催、 BCPモデルの改善など

3 これまでの取組状況、改善点

H21年度からH27年度において、県の支援を受けてBCPを策定した企業は 10 1社。

[m~~3l B C P普及呉3名を配置し、 BCPの普及活動・策定支援を実施。
[H24~ 1ワークショッフの開催、業種別BCPモデルの策定を実施。
[H25~ 1専門家派遣による個別策定支援(補助金対応)を実施。
[H27~l B C P策定済企業向けのBCP継続改善スキル研修を実施。
[H28~ 1県主催で、事業承継等の身近な経営課題と BCPをセットにしたセミナーを開催。

-~-



7款商工費
1項商業費
2目 商業振興費

平成28年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線・ 72 1 2) 

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考
目庫支出金 起 債 その他 一般財源

サービス業生産性
向上プロジェクト 1， 913 2， 018 ム105 1， 913 
推進事業

トータルコスト 乱151千円(前年度 8，230千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 セミナ一等企画・運営事務等

工程衰の政策目標(指標) 鳥取県経済再生成長戦略の推進による県民所得の増及び新規雇用創出の実現:
2010年~2020年までの10年間でGDP約700億円、雇用創出7， 000人を目標とし
て設定(成長率換算で、年平均約O目 3%の上乗せ)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
サービス業の中でも域外からの需要獲得に向けて特に重要な観光産業(宿泊業・飲食業)の売

上高及び雇用の増加を目指して、業務効率化と顧客満足向上の同時達成により生産性を向上させ
た付加価値の高いサービス提供への意欲を高めるとともに、具体的な取組に係る必要な知識等を
習得するためのセミナー及びテーマ別勉強会を開催する。

2 主な事業内容
経営改善・革新に特に意欲のある経営者層を対象に現場経験豊富な講師陣による集中セミナ

ーを実施し、観光サービス産業のトップランナーを育成する。
[テーマ(想定)1 労務管理、生産管理、職場風土、リピーター確保、顧客満足度の向上
【対象者】 県内観光産業(宿泊業・飲食業)の経営者、管理職等

<所要額> (単位・千円)
報償費(~梓師謝金) 1， 500 
旅費(講師旅費) 413 
合計 1， 913 

3 これまでの取組状況、改善点
先駆的取り組みを実施する事業者やサービス工学の第一人者を掲き、サービス業の生産性向上

に資するセミナーや先進企業見学会などを実施した。
0平成25年度(延べ162名参加)

①サービスイノベーションセミナー
[講師:サービス産業革新推進機構、加賀屋、がんこフードサービス、こうほうえん]

②テーマ別分科会(計 3回)・・・パックヤードの業務効率化、労働力の最適化、顧客満足
【講師・サービス産業革新推進機構、向瀧、ーの湯、湯主一候]

0平成26年度(延べ63名参加)
①生産性向上・サービス工学基礎セミナー 【講師:サービス産業革新推進機構】
②マネジメント強化講座 [1.持師:サービス産業革新推進機構]
③先進企業見学会 [見学先:がんこフードサービス、スーパーホテル]
④実践手法研究会(宿泊業・飲食業) [講師:サービス産業革新推進機構]

0平成27年度(延べ103名参加(第3回終了時点))
①激増する中国人観光客を迎えるために [講師:側石田大成社]
②さらなる業績向上のためのヒント 【講師:じゃらんリサーチセンター]
③宿の強みを活かした「情報発信」と「プラン造成」 [講師:じゃらんリサーチセンター】
④オンリーワンの底づくりのための人材育成法 【講師:鮒旅館総合研究所】

nnu 
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7款商工費
2項工鉱業費

1 EI 工鉱業総務費

平成28年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線 72 1 2) 
(単位:千円)

同

比
財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 較 備考
国Ii支出金 起 債 その他 一般財源

職員人件費
128. 666 128. 880 ム214 128. 666 

事業内容の説明

一術般職員 10名職(立地戦略費課()及負び定分)数外職員4名の人件費並びに地方独立行政法人鳥取県産
業技センタ一員の共済 県担

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

工エ
商

国語一

2

款
2

ヲ' 商工政策課(内線田 72 1 2) 

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 上t 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

素総形合材支産援業事高業度化
36. 629 82. 197 ム45.568 36. 629 

トータルコスト 39. 748千円(前年度86.856千円) [正職員:0.4人]

主 な業務内容 補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標)
2て鳥0設1取0定年県~経(成2済0長2再0率年生換ま成算で長での戦、1略0年年の平間推均で進約Gに0Dよ3Pる%約県の7民上00所乗億得せ円の)、増雇及用び創新出規7.雇00用0人創を出の目標実現とし・

事業内容の説明

1 県術事企業内開の目的・概く要り
のものづ 必基高盤度産部業材である素た形成材産技育術業成の技術援強の)高度化を技図るとともに、確付加保価や値の注高い

技案 発業(新素転材換・ を用高い 形材 等の化す による術的優位性の 、受提
型 への に 要 と な る 度 な 人 を支 る。

[一 す川態上ゆ鋳す造 造MUl--「もづ M ー業)…業業置 ] る、 、鍛、金型といった のくり基盤産」の種・
を指

2 主付耐(久な加補価事性助業値内の容食高い技な術どの開発向を促進するため、 新資問素す)材・高度部材必の成経形に必要な技術補助力す(軽量化
-耐性/ )上の上や、海外期展間開に る取組みに要な費の一部を る。
率 :2/3、 限2千万円、 2年

*これまでの取定業り組た継みにより、実施企業算補が一巡すしたことから、新規採択の事業は廃止し、過年
度(に交付材産決 し 続総分合について予 措助置 るもの。
素形 高度化 支援事業費 金:36. 629千円)

3 ζれまでのF草年年 F)  特車施平中成平平の企成成2業322 年も 以む 、し素形いる 業高度化総合支援事業費補助金により延べ 10社を支援(事業実

3 度 3て件件件 (鋳鋳鋳造造造、 鍛鍛金造造、金型)
成成 5 度度 5 f1f ( 、 、プ熱レ処理、金属プレス、金型)

-平 26 {F~ 2f1f ( 、 属ス)
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費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

工
工

商

目項
2

款
2

可

r

平成28年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線:7212)
(単位:千円)

Rオ 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目i支出金 起債 その他 一般財源

総鳥取合特県地区域推活進性事化業 1. 021 1. 129 ム108 1. 021 

トータ Jレコスト 6.480千円(前年度 13. 553千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 総合特区推進協議会の運営、ライフスタイル意識調査、事業実施者との協議等

工程表の政策目標(指標) 地域活性化総合特区「鳥取発次世代社会モデル創造特区」の推進

事業内容の説明

1 地ま事興些寄業西のの部持続圏目託的域的ピのなス位概地成(要長南百域モ資崎理ァ町錬ル〉と)住を聖を民摘書実ニ〈斜施rすざl望る限書聖.組発毒み次事合世竺わ代E相せZ会1新モ説たデJな品創fZ造g特ピMス区;やf技の示術笑品:望新を品のめ創ざ部出しによ3つり、の
能的なエ 、る②健康再

づくりサ

2 主な事企業業内容金量自必間す 醐胤円 大学、自治体等で構成する協議会を開催し問時進に必要な事項を
協 る。廿期R費(h l，O21千)

議催要内時 特平委成員区進2捗8状況6の月評ザ(価ーl書の催取り定費ま)とめ、 各種報告、 連絡、 調整

経 ・ア年ドバイ 報回酬開・予旅、アンケート実施経費

3 これまでの取代(組社国状会利況 改創善点造
鳥取発固次定世 モデ補ル 特)区については、デ平ル成事24年実7月に国けの地協議区指定進、平成25年6

月に計認 子給の活用を受け、モ 業の現に向て をめている。

日聾 譲42J事J革童命ZEと2J現35き金誌是を認車産投す品ピリテ

商活衡の 両県モ隷下ピ全3リ !越ピ小型め る 巴 ーイ ースの
交通サービス

等ら事2業台、を ィ2台が

再に生よ可る能災エ時ネル集ギ落ー無

ZE成E正草屋タムの4産喰象E引富地2き手5域続古のムき里電z実bt力現量豊にf富調向君査喜け重宅をた量行島方主っ円策た路白を書上検草で年討鑑?Eす誌で力る需も. 
停電サー害ビス

の電年力を地 に
平給 24~26 度に、 対り

シミュレーションに
ろ、技術的には構築可能よで
があることもわかっており

健すビ康スる情健報康づを高く度り利サ用

南制ス町が等ん中にを6(抹年行おを務リ)括度テいスっとて周かてクレ辿、スおしらヒ銭成地、町クりし新が積送リたた地が引アロ特ニな元Cきコ健続定のAント健康NTグきレ診)づVサP〈頼のOと〈※実Aをりピ()ス話施サ里スIポー展Cに塾用mよ開ビしS教t検スたをり与な査蓄の健をん康創積討行ぷ(出づすアさ)つれミるノ目委指イア託ニミすしaデノて酷ッ
ータ を
成26fFJJti，)' GroJ i，)~tl!l7êo) N P 0 (^~nettÛlJ.ò~) f;:: 

デTク味〈の来)証 て、一いるほか、

株実 くりサービス
の る。

※ロコトレ:ロコモテ。ィロ介ーブ護ムシのンと危はド険、ロ性ー筋がム力高をの低防いぐトレーニング。
骨折ロコしやモすティくブシンヲド 状下等態により転倒、

なる」と

nxu 

M 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
v貫工鉱業費
2目 中小企業振興費

商工政策課(内線:7212)
(単位:千円)

財 JJ源内訳
事業名本年度前年度 比 較 備考

目庫支帥起債その他一般財源

とっとり EV力一
シェア推進事業 18， 5001 20， 000 ム1，5001 1 1 1 18，500 

トータルコスト 22， 399千円(前年度 23，883千円)[正職員:0.5人]

主な業務内容補助金事務、事業実施者との協議等

工程表の政策目標(指標) 地域活性化総合特区「鳥取発次世代社会モデル創造特区」の推進

事業内容の説明

な書交創す凶業取ご苗発4のキ次ー目-的世1.-' 代干ス限罪創草ら主川のたず架醸モのなデ足サ成下ル掛、金新創かピ域た造スりで提特なと実区な也6施もで活にるしスよE 白指vタるfeすイ雇f電モル周気「ピe創のト自リモ提出動テピ供に車ィつリ3(交テカ自な通←動ィげサ交車るyー通.ェのビ所サアス有リ」かピンスグ」をの進実に現向すにるた。向成け、 新た例
の 岨部出、圏ν県一域民に」 のら実自現推動車の利け用へ功)事を目

指とともに

※カーシェアリングとは
予め登録方較を行った会員に対して、 1 Cカードやスマートフォンを利用した無人貸出を行

うセルフ 式のレンタカーであり、 24時間利用可能となるほか、貸出時の手続きが簡便
なため比 的短時間の利用にも向いている。

2 主な事業内容

事業主体カ シェアリングj ‘ (県内に事業所のある法人など)
対象経費カ シェアリング運営に要する経費なEVリ ス料度カ シェアリングシス

象テ外ム経。)費など。車両購入、充電設備 ど他の補助制 が活用できるものは対

助率 2/3韓EE2.000千円台年

31年8.間5既00交千付円決定分 H25年度 5台、 H26年度 5台、計10台 ※新規分なし

主な条件 ・県す内自でEV'PHV(直接コンセントから充電できるタイフのハイブリツ
施適カド 動車)を用いた有料カーシェアリングサービスを新たに(拡大して)実

ること
正な車両管理、 ーシェア ング ができること
ーシェアリング会カ員とが複数者リ (団体運営)あること(特定の者に独占利用さ

・せ補助る蔓も業の盤で工は後ないもカこ 。シ)。ェアリング運営の継続が期待できること。

3 これまで徐動の年2取事等々度組業ににか者悶よ依ら況加)開の、が利私しル改語、用家善働喚あた点起中るE 
成 25 iFm'n''; 1lIl!la l._，f;: E Vカ (同一事業者)、西部2

箇 2il' ( であ る。所平員台舶は し 程度のり一利、シ効用ェ果実ア績をリ検もン証出グてしはない、がる東がら部事、6業車筒両を所継の8稼続台す働率はまだ低いため、 今

後ZZもh玉h三広報移民活等 り利用 を図っていく。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

工
工

商

目項
2

款
2

マ， 商工政策課(内線・ 72 1 2) 
(単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財 源内 訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

超小型モビリティ
導入実証事業 I 10，200 10， 200 。 10， 200 

トータルコスト 1 13，319千円(前年度 13，306千円) [正職員且 4人]

主な業務内容|補助金事務、事業実施者との協議等

工肢の政策目標(指標)I地域活断ヒ総合特区「鳥取発次世代社会モデル創造特区」の推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取発次世代社会モデル創造特区で目指す feーモビリティ交通サービス」の実現に向け、新た

な交通サービス創出の足掛かりとなる超小型モビリティを導入実証する。
とっとり EVカーシェア推進事業と連携し、対面・無人貸出、 EV車種(軽自動車、普通車、

超小型モビリティ)、観光・日常型など各種条件下で最適な交通サービスを実証する。
本実証をもとに、運用面、メンテナンス面、収支面、使い勝手等での課題を抽出し、超小型モ

ビリティを使った新たな交通サービスの創出を目指す。

※超小型モビリティとは
自動車よりコンパクトで小回りがきき、環境性能に優れ、地域の手軽な移動手段となる
1~2 人乗り程度の車両。導入・普及により、 C02削減のみならず、観光・地域振興、
喜市や地域の新たな交通手段、高齢者や子育て世代の移動支援等の多くの副次的便益が期

される。

2 主な事業内容

w 

対象経費
[補助率]
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7款商工費
2J頁工鉱業費
2目 中小企業振興費

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

商工政策謀(内線:7212)
(単位:千円)

財源内訳
事業名 |本年度|前年度|比較備考

IIil庫支出金|起債|その他|一般財源

フードディフェン
ス強化支援事業 。 12， 0001 ム12，000 

トータルコストI0千円(前年度 12，777千円) [正職員 0.0人]

主な業務内容|補助金交付事務等

工程衰の政策目標(指標)1-
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内の食品製造業者等が行う意図的な異物混入等を防御するための安全管理体制の強化(フ

ードディフェンス)に要する経費の一部を助成する。

2 主な事業内容
平成 25年 12月に群馬県で発生した食品異物混入事件を受け、平成 26年2月経済対策補

正予算で緊急対策として実施した事業であり、平成26年度までに交付決定した事業が終了す
るため廃止とする。

ー11-



平成 28年度一般会計当初予算説明資料

費策対
費
融

費
業
金

工
商

商

目項
3

款
1

?
'
 立地戦略課(内線:7664)

(単位:千円)

訳内源財
備考

一般財源その他目庫支出金|起債
較比前年度本 年 度名業事

15， 446 
九豆、，，
F
h
u

仙
肌
幻

貸
刊
氾

(
元

l
ム13，415 81， 176 67， 761 

【企業自立サポー
ト事業】鳥取県企
業立地促進資金貸
付金

• 83， 506千円) [正職員:0.3人]70， 100千円(前年度トータルコスト

制度の周知・説明、申請書の審査、融資実行

県外企業の誘致の推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の推進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成27-31年度の立地件数特定製造業5件、本社機能移転等拠点集約
1 0件、ニッチトップ事業20件、中山間地立地5件)

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内工業団地等へ新・増設又は移転する企業に長期・低利資金の制度融資を実施するため、

金融機関に対し利子補給等を行う。

画該文可哀爾可蒲高
事業開始から 1年間
の賃借料

企業立地事業補助金の申請|人件費、その他操業I1億円
又は雇用維持企業再構築支|に必要な経費
援補助令の認定

設備資金:1 5年(据置2年)以内
運転資金:1 0年(据置2年)以内
(変動利率)信用保証あり:年1. 43%以内

信用保証なし:年1. 68%以内

用雇
引

高
島
司
額
九
吋

一
個
資
数

O
投
入

5

(
増

2 

蓮転資三重

d 

間

0融資利率

446千円
3 1 5千円

F
O
つω

可
E
4
F円

υ

3 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2t頁工鉱業費
1目 工鉱業総務費

事業名 |本年度|前年度|比較
財 ;原

立地戦略課(内線 7664)
(単位.千円)

内訳
l備考

一般財源

企業立地事業補助
金 13，374， 9511 3， 307， 4931 67，制1 1 1 1 3， 374， 951 

トータルコストI3，胤叫千円(前年度 3，326， 906千円) [正職員:2. 5人]

主な業務内容|制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程表の政策目標(指標)

号RF手購益畿縛翻議委機能移転等拠点集約

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

本県の企業立地を促進するため、鳥取県企業立地等事業助成条例に基づき、工場等の新増設企業
に対し、鳥取県企業立地事業補助金を交付する。
県内の有効求人倍率が1を上回り、人材確保が難しい状況であり、大規模な雇用ではなく雇用の質の

向上を図る必要があることから、成長分野に狙し、を定めた戦略的な企業立地を推進する。

2 主な事業内容
( 1 )制度改正
o r生産・開発等機能の集約化」加算及び「海外工場の圏内回帰」加算について、「戦略的推
進分野」加算への該当を前提とするよう制度改正を行う。

※平成28年度以降認定を行う事業に対し適用する。
or特に著しい雇用の増加」加算を廃止する。
※経過措置としてH28.9.30までの認定事業については加算措置の対象とする。
0単年度あたりの補助金交付額の上限を 7億円に変更する(従前は 10億円)。
※平成28年度以降認定を行う事業に対し適用する。

(2 )件数・所要経費 8件・ 3，374，951千円

3 これまでの取組状況、改善点

・2若融持zgE認持品読書2貧富世界担、を高直接結函きき52九貯jz度においても、三大都市圏等からの本社機能移転、海外企業の圏内進出や主山間地域への
地に対する加算措置を創設し、成長分野の企業を中心に戦略的な企業誘激を 進している。

・一方、事業休止等における補助金返還規定の整備やベンチャー企業等誘致に当たっての評価
システムの導入など、企業立地支援制度の見直しも行っている。
<イト業す:l:tIl件数〉※平成28年 1月末時点 県外企業の誘致には本社機能移転案件を含む (件)

~ ハ l平成23年度|平成24年度|平成25
11 I 15 I 12 
30 I 36 I 30 
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平成28年度当初予算(企業立地事業補助金)について

商工労働部立地戦略課

(単位千円、人)

自然科学研究
ソフトウェア業、機

情報処理・提供
項目 製造業

所・研修所 械設計業、コンテ
サービス業

合計
ンツ事業

県内外 県内 | 県外 県内 |県外 県内 | 県外 県肉|県外 県内 県外 合計

件数 3 3 8 

雇用者数(人数) 364 364 463 

投資額(千円) 453，叫1問問5 12叩 ω116，365，98529，202，624 

補助金額(千円) 日，吋 2，765，000 60附 112，765，0003，374，951 

※既に企業立地事業補助金の認定を受けている企業及び今後認定を受ける企業のうち、平成28年度に

補助金を交付する予定の企業

主な案件 (単位千円、人)

企業名
工場所在地

事業内容 投資予定額 補助予定金額
雇用計画

(本社所在地) (うち正規雇用)

今井航空機 鳥取市 航空機部品の開発・製
6，274，000 1，000，000 

125 
器工業(械 (岐阜県) 造 (125) 

側イナテック
鳥取市 自動車部品の開発・製

7，531，000 1，000，000 
134 

(愛知県) 1-aE 乞 (134) 

側モリタ製作 倉吉市 歯科医療機器の開発・
2，560，985 765，000 

105 
所 (京都府) 製造 (53) 

一14-
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線 7664)
(単位:千円)

財 ;漂 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

情事報業補通助信金関連雇用
220， 700 163， 868 56， 832 220， 700 

トータルコスト 222， 260千円(前年度 165， 421千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内 容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程衰の政策目標(指標)

県県(平1外内成0企企件2業業、7ののニ~誘新ッ3致増チ1設の年ト推の度ッ進推プの進:事立県:業地外県件2か内数0企ら件の業、特新の中定規新山製誘増間造設致地業のを立増実5地件現加5、すを件本る図)社る機能移転等拠点集約

事業内容の説明

1 事本室業件料へのびの目通的情信報・概通回線要信使関連企業等の立地を促す進するため、鳥取県企業立地等事業助成条例に基づき、
借 及 用料の一部を補助る。

2 (主1な)事補助業事内容業の概要

補助対象業種
(新規要雇用者件数)

補助内容

情(報処理・提供夕サービス業務 20λ以ト上 ①対象経費 専借/用室通料信回線使用料、
コールi人L セン 一等を業 (パー タイムも対象)

とする業)
②③④. 補専期年助間間率 1 

自然科設イト学計ウン研業業工究所業
技術者等 5人以上 助信操業限か額使ら5年間

唾ソフ ァ
用補通 回線度 用料

20， 000千千円//年年ァ械ザ . ~昔室料 12， 000 円

特定製造業 1 0人以上

( 2 )所要経費
220，700千円 (23社)

(借専内訳
室用通料信回線使用料 141，132千円

79，568千円

3 これ業業業立までの取進組本状部況 改善企点業-企 t也推 による 立地動の庁的な取り をっており、これまで43 を
事企 認定誘した。 ソフトウェア等系企活業貢の誘し全致による県内組産業みの行高度化や、近年では大型事社務系

の致による雇用の創出に献ている。

[過去5年間の補助金交付件数]

年度 日23 H24 H25 H26 H27※ 

件数 6件 6 l'牛 5件 6件 6件

※平成28年 1月末現在
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業費
1目 工鉱業総務費

立地戦略課(内線 76 6 4) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目i支出金 起債 その他 一般財源

管コ理ンテ関連ン雇ツ用・事事務業 54， 539 62， 535 ム7，996 54， 539 

トータルコスト 56， 099千円(前年度 64， 088千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程衰の政策目標(指標)

県県(1外平内0企企成件業業2、のの7ニ誘新~ッ致増3チ設の1ト推の年ッ促進度プ進の:事県立:業外県地2件か内0企数ら件の業、新特の中規新定山誘増製岡致設造地の業を立増実5地加件現5す、を件本る図)社る機能移転等拠点集約

事業内容の説明

1 事i業1てのi表E目4的されー7慨る9要創多作耐物J) 震ヂ苦空間替を弔問解選句るEめま
地補使 。 楽問・ ム・コミック・ ・音声料・映部像を
つ現 」

2 主な事業内容

コンテンツ・事務管理関連雇用事業補助金

区分 コンテンツ 事務管理

補助対象業務 まんがに関するコンテすンツ

会事般計務事事用機務務器操作事務アニメーシ成ョンに関 るコンテン
ツ、人材育等

補(新助規要雇件用者数) (3う人ち以l上人以上は県内からの雇用) (5う人ち以県上外からの転入者2人以内)

補助内容
.通{昔信室料料、:設1/備2機(補器助リ限ー度ス額料::5l/0020千(補円助/限1年度額): lO，O00千円/年)

※人件、費年正補度規助か雇ら(用新廃が規止あ常とる用す場雇る合用。た者だ1人につき50創聞0千出の円奨経)過励に金措つ置にいよをて設りは対け平応る成。。28 し、 6か月
なお には、正規雇用

補助期間 操業から 5年間(人件費を除く)

補助金交付予定額 30， 732千円(5社) 23. 807千円 (4社)

3 これまでの 組県致に外状企「 、改
-雇平(用10要人件以上を 入のニ 平成520年上

の を 、 略務管定的ん 補ってい。'¥一一)
-企制 以し 、 理 助金で6 金で5社の

する。

一16-
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費
1目 工鉱業総務費

立地戦略諜(内線:7664) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度
財

比較
目庫支出金

;原 内 訳

起 債 その他 一般財源
備考

iiiE宮ii355， 000 355， 000 。 355， 000 

トータJレコスト 361， 238千円(前年度361， 212千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 制度の周知・説明、奨励金交付手続

工程表町田章目標(指揮)

黒持費鑓i鰭監事欝2f票差機能移転等拠点集約

2。1干理省主F主Zii 
奨を の1007J p:j / .JdJ' .; 50万円/人へ引
な新励現金行入社員研O万修円を/計人画か的らに行つ企業Iこは70き万下円げ/る人。支給する。

※経過措置として、平成28年10月1日以降の認定事業から適用する。

-者従に来対「すコるン人テ件・ン費ツ補・助事を務廃管止理し関、連正雇規用雇事用業奨補励助金金の」認で定行事っ業て者いをた支、給培対加象すにる加常え用る雇。用

-従来、 6支月給経に過変ご更とすにる支。給額の成1/282年を42月回l支給し降てのい採た用支者給か方ら適法について、 1年間経過後
に1回 ※平 日以 用する。

0大新量規雇の認用創定出は奨行励わな金い。

( 2 )制 J支の概要!
事業名 支給対象事業主 新規雇用者数 l労働者 支給領

正規雇用 次の事業等を行う事業主 l人以上 -正規雇用者 100万円/人
創出奨励 ①企業立地補助金の認定 (各事業認定 (雇用期間の定めの ※"28.10以降の認定企
金 ②企業立地促進法に基づ 日からの純増 無い労働者で所定労 業については、 50万

く立地計画の承認 分のみ対象) 働時間週 30時間以 円/人。ただし、体
③情報通信関連雇用事業 上) 系的に新入社員の高

補助金の認定 度な人材育成を行う
④コンテンツ・事務管理 企業には70万円/人

関連雇用事業の認定 ※5県0万外円か/ら人の支転給入者は

大量雇用 情報通信関連雇用事業補 知事の認定を -雇用保険の被保険者 7 0万円/人
創出奨励 助金の認定事業主 受けた年間 20 -常時雇用者 ※新規の認定は行わな
金 ※正規雇用創出奨励金 人以上の雇用 (週刊時間以上) ¥，l 

との併給不可 計画 又は短時間
(各年度の4/1 労働者

時増分点のかみら対の象純) (週l年20以時上間雇以用上)

( 3 ) ((所大正要量規経雇雇費用用 50万円 X243AX2回=243百
創創出出奨奨励励金金所所要要額額))70万円x160人人=1 1 2百万円 万合円計:355百万円

3 
これ平平成成までの取年年組度度奨状況制は 改創善点

2 1 の 設以 、延べ行(43平人っ4成てに62社奨い7、励く年金も21，をの2支の3月給、1末雇し2時用人、点平のに) 励金を している26 に 度延べ 99来社、 6 5 奨成27年支度給は延べ 68社、
573 に 金 している。

・雇が必用状要況人の回復励を考を支慮給した見直しを 創出に向けた支援制度の継続
である。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2r買工鉱業費

1目 工鉱業総務費

財
事業名 本 年 度i 前年度 比 較

目庫支出金 起 債

源

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

里山オフィス開
設支援事業補助 9，000 9，000 。 9，000 
金

トータルコスト 10， 560千円(前年度 9， 777千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程衰の政策目標l指標
県県外内(1平企企0成業業件2のの、7誘新ニ~致増ッ3設のチ1推のト年進促ッ度進プ:の事県:立外県業地か内2件企ら0数件の業新の、特規新中定誘増山製致設間造地をの業場実立5加現地件すを5、件る図本)る社機能移転等拠点集約

事業内容の説明

事業の目的・概要

人口減少に伴い、産業の振興や雇用の場の確保が喫緊の課題となっている中山間地域への新

規立地を促進するため、県外企業等が中山間地域に開設する里山オフィスの開設費用を支援す

ることにより、オフィスを介した交流人口の璃加を図るとともに、雇用の場を創造する。

※里山オフィス: 1 T、コンテンツ関連企業やクリエータ一等の小規模事業者が移住定住を伴

い中山間地域に開設する事業所のこと。

2 主な事業内容

補助対象事業者 中山間地域に立地する 1T、コンテンツ関連事業者

※中山間地域鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例及び規則で定める中山間地域

補助要件 事業者が立地中山間地域に移住定住すること

-空き物件の改修経費(撤去、清掃、リフォーム経費)

補助対象経費 -借室料 -通信経費 -人件費

-その他経費(定款作成費、調査・マーケテイング費等)

補助率 1/2 

補助限度額 初年度:300万円 2、 3年目:1 00万円 合計:500万円

補助期間 操業から 3年間

補助金交付予定額 平行平成為成 28年度 : 9， 0 0年0度千:円 (3件0分0) 
2 9、 30、 31 fFJJt: 1 5， 0 0 0千円 (3件分) (※債務負担

3 これまでの取組状況、改善点
-平成 27年 6月補正予算で、旧来のサテライトオフィス@とっとり構築支援補助金の対象経
費、補助対象期間を拡充するとともに、対象地域を中山間地域に限定する事で、良質な自然

環境等を求める小規模 1T事業者をターゲットとする制度に改正を行った。 I
-県の移住関連部署が行う東京等都市圏での移住セミナーでのPR資料の配付や、各市町村の
商工担当だけでなく、移住担当とも密に連携することで、誘致活動を進めている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業費
1目 工鉱業総務費

財 源

立地戦略課(内線 7664)
(単位:千円)

内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

企業立地推進費 {雑入)
41. 058 41， 535 ム477 85 40， 973 

トータルコスト 104， 222千円(前年度 107， 386千円) [正職員:8. 1人非常勤職員 5.0人]

主な業務内 容 専門の非常勤職員等による企業訪問活動、企業情報等収集及びPR資料作成

工程表の政策目標(指標)

県県(1外平内0企企成件業業2、のの7ニ誘新~ッ致増3チ設推1ト進の年ッ促度:プ進県の事外立:業県か地2件内ら0の企数件新業、規の特中誘新定山増致製間設造を地実の業立増現5地加件す5るを、件図本)社る機能移転等拠点集約

事業内容の説明

1 事業企の誘目致的・概動要
業 活の推進に必要な経費

2 主な事業内容 {単位千円)
項目 金額 事業内容

企業誘致班活動 18，304 -県外本部及び商工労働部に企業誘致専門員(非常勤職員等)を配
置し、企業誘致活動及び情報収集を行う。

-県外本部(東京・関西・名古屋): 1名X3機関
-商工労働部・1名

補助金検査等を行う 2，511 -企業立地事業補助金、正規雇用創出奨励金等の補助金審査補助
非常勤職員の設置 職員(1名)を配置する。
企業誘致貢献者表 200 -企業の新規立地計画の情報提供など、本県への企業立地に貢献
彰制度 があった者を表彰する。
県内視察支援制度 973 -県外企業が県内視察に訪れる経費を負担し、本県への企業立地を

促進する。
ベンチャー企業等 2，177 -ベンチャー企業等による木県への進出検討に関し、信用調査機関
評価システムの運営 による調査や複数の専門家からの意見の聴取を行い、県による支援

-誘致決定の判断材料とする。
情報収集及び情報 157 -日経ァレコン、民間調査会社等を通じて企業の情報を収集し、企業

提供 誘致に活用する。
企業立地セミナーの 2，520 -中京圏において新たな企業誘致を進めるため、名古屋市内で企業
実施 立地セミナーを実施する。

事務費 14，216 
言十 41.058 

3 
地活動を推進する上での連

H26 I H27※ 
1 2 I 5 
32 I 23 

移転案件を含む。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略諜(内線 :7664)
(単位・千円)

7款商工費
2J頁工鉱業費

1目 工鉱業総務費

訳内源財
備考

一般財源lその他国庫支出金|起債
較比前年度本 年 度名業事

活
進

業
推

産
酉

域
計

地
本

県
基

取
化
業

鳥
性
事

1， 648 。1， 648 1， 648 

5， 531千円) [正職員:O. 5人]

-鳥取県地域産業活性化協議会の事業の運営
.企業立地計画の審査・認定・調整業務

5，547千円(前年度トータルコスト

主な業務内容

県外企業の誘致推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成 27~31 年度の立地件数 特定製造業5件、本社機能移転等拠点集約
1 0件、ニッチトップ事業 20件、中山間地立地5件)

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内産業の更なる集積及び高度化を図るため、「企業立地の促進等による地域における産業集

積の形成及び活性化に関する法律(略称・企業立地促進法)Jに基づき平成 24年4月に策定し
た「鳥取県地域産業活性化基本計画」の各種事業について推進を図る。

1 

28年度)

2 主な事業内容
(1)鳥取県地域産業活性化協議会の開催(年2回程度)

<構成累2
. lT政機関(県、市町村)
・学術機関(鳥取大学、外2団体)
・商工団体(鳥取県商工会議所連合会、外2団体)
・金融機関(山陰合同銀行、鳥取銀行)
・関係機関(中国電力)
・支援機関((公財)鳥取県産業振興機I、 (!1M虫)鳥取県産業技術センター外2団体

(事務局:(公財)鳥取県産業強興樹)
(2 )企業誘致研修会等の開催(市町村対象)
(3)企業立地計画の審査・認定・調整業務

※地域産業活性化基本計画に沿った事業を行う場合に、企業が作成する企業立地計画(工場
の新増設を伴う計画)、事業高度化計画(工場の新増設を伴わない機械導入のみの計画)を
県において承認する。承認された計画により次のとおり優遇措置がある。
・企業立地計画.地方税(不動産取得税・固定資産税)の減免、日本政策金融公庫による

低利利率貸付措置
・事業高度化計画:日本政策金融公庫による低利率貸付措置

3 これまでの取組状況、改善点
-平成 19年度に、企業立地促進法に基づき鳥取県の産業集積を進める「鳥取県地域産業活性化
基本計画(5か年計画)Jを策定した。
-平成 24年4月に、鳥取県経済成長戦略を踏まえ、新しい「鳥取県地域産業活性化基本計画」
を策定し、集積目標業種の誘致及び新増設促進に取り組んでいる。(計画期間.平成 28年度まで)

これまでの地域産業活性化基本計画に基づく企業立地計画・事業高度化計画承認件数
-企業立地計画承認件数・ 48件、事業高度化計画承認件数:8件(平成 28年 1月末時点)
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

1目 工鉱業総務費
立地戦略課(内線・ 76 64) 

(単位千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国Ii支出金 起債 その他 一般財源

米工子業崎団津地基地盤区整中核備 11. 312 10， 252 1. 060 11.312 
等推進事業

トータルコスト 12， 092千円(前年度 11. 029千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の交付手続

工程表の政策目標(指標)

県県(1外平内0成企企件業業2、のの7ニ誘新~ッ致増3チ設の1ト推の年ッ進促度プ進の.事県立:業外県地2件か内0数企ら件業の、新特の中規新定山誘増製間致設造地の業を立増実5地現加件5す、を件本る図)社る機能移転等拠点、集約

1事業事米内業子容の市の目の説的崎明津・概団要地において、米子市が行う道路等の基盤整備事業に要する経費の一部を補助

し、整備の促進を図る。

2 
主平な成事2業8年内容度は新規事業はなく、過去に米子市が実施した事業の起債償還に要する経費に対し

補助する。

区 分 事業期間
補助額(千円))

負担割合
H27まで H28 H29以降 言十

住宅団地幹線道路 HI0~ 11 26， 174 2， 973 10，457 39. 604 市負担額x1/2 
住宅団地公園(用地) Hll 27， 052 4， 331 17. 188 48， 571 市負担額x10/10 
工業団地進入路 H13~ 14 49. 532 4，008 14，475 68， 015 市負担額x1/2 

t; 計 102，758 11， 312 42. 120 156，190 

※市負担額=起債元利償還額から交付措置額を控除した額

3 これまでの取組状況 改善米点
-平成 11年6月に、県と 子市で、今後の負担割合等を定めた「崎津団地開発に関する覚書」

を締れ結ました
-こ でに住宅団地幹線道路、団地環大状規線模、市陽道蔑発津電21号動線しが整備るされた。
-崎津団地では、平成26年2月より 太光 が稼 てい

米工子業崎団津地地承水区路中核維 2，659 2， 212 447 2，659 
持管理事業

トータルコスト 3，439千円 i前年度 2，989千円) [正職員:O. 1人]

主 な業務内容 申請書の審査・補助金の交付手続

工程表の政策目標(指標)

県県(1外平内0成企企件業業2、のの7二誘新~ツ致増3チ設の1ト推の年ッ促進度プ進の:事県立:業外県地2件か内0企数ら件業の、新特の中新規定山誘増製間致設造地の業を立増実5地現加件5す、を件本る図)社る機能移転等拠点集約

1事業事米内子業容市ののに目説移的明管・概し要た崎津団蓄の承水路(準用河川)について、 米子市が行う維持管理事業の一部

を補助し、承水路の適切な 理を図る。

2 
主米な子事市業が行内容う水3質1調8査千、 樋門管県理補、助淡額滅、 清掃に要する経費の一部 (1/2)を補助する。
事業費 5， 円、 2， 659千円

3 これまでの取組状況県運、営・改米善点市す
-昭和 61年4社月に 子 ・崎津書り公社規を模締が結太、今後光たの負担割合等を定めた「財団法人米子崎津地

-崎区津開発団促地進で公は、 平の運成2に6年関2る月覚よ 」大 陽し 発電が稼動している。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

事業名 本 年 度 前 年 度 比較
財源内訳

自庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

地
助

団
補

業
進

工
促

内
地

竹
立

港
業

境
企
金

900 1， 800 ム900 900 

トータルコストI1， 680千円(前年度 2，577千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

申請書の審査・補助金の交付手続

県外企業の誘致の推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成27-31年度の立地件数 特定製造業5件、本社機能移転等拠点集約
1 0件、ニッチトップ事業20件、中山間地立地5件)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
境港竹内工業団地に立地した企業に対して、分譲用地取得額の一部を補助する。

2，主な事業内容
過去に境港竹内工業団地の用地を取得して分割納付を行っている企業 l社に対し、補助金を

交付。
・所要経費 900千円

3 これまでの取組状況、改善点
0昭和 61年度に制度を創設し、竹内団地へ立地した企業68社に対して、補助金を交付して

きた。
0平成20年4月に企業局が分譲価格を大幅に引き下げたことに伴い、当該補助金は新規の認

定は行わないことにしている。
0分譲の状況(平成28年 1月現在)

・工業用地面積 82.7ha ・分譲済面積 54.8ha 
-賃貸済面積 12.6ha ・分譲可能面積 15.3ha 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
v頁工鉱業費

1目 工鉱業総務費
立地戦略課(内線:7664)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

企めの業工投業資団促地進再の整た 416，931 334， 448 82， 483 416， 931 
備事業補助金

トータルコスト 417，711千円(前年度 335， 225千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内 容 申請書の審査・支出金の交付手続

標工)程表の政策目標(指
県外内企業業の新誘致推設進の年ト促ッ度.進県プの外事立:業か県地内ら件2企の0数件新業規の、特誘新中定増致山製設間を造地実の業現増立5加地す件るを5 、県(平企成0 件2 の7~一増3 1 件図本)る社機能移転等拠点集約

1 、ーツチ

事業内容の説明

1の事企一業業部の投を概資補要の助促す進る。を図るため、既存工業団地において市町村が行う団地の再整備に要する経費

2(1主部市)な補町を事助村補事業助が業内す行容のるう概。用要地造成、 道路、 排水施設、 上下水道等の改築、 貸工場の整備に(係単る位経:費千の円一) 

工業団地名 l補務助負担事の業期及間び債 全体事業費 H補助2対8年象度経費 H県補2助8年金度 債設定務時負担明行為

1、!'F 1 =と H27~H46 1. 980. 000 101. 199 74.685 H26. 11 甫正

き 2 =と H27~H46 597. 852 30. 641 15.321 H2I当事

書芳 凶，~l( i H27~H56 1. 810. 128 153. 850 76. 925 H27. 11 甫正
4 白、，取 H28~H29 1. 492. 560 1. 000. 000 250. 000 H28当初

ぷ「h守、 計 5. 880. 540 1. 285. 690 416.931 

(2 )南債吉務コ負工担行、為日生

f~ ーの 関

、F 29 度 1. 492. 560 1. 000. 000 250. 000 

(的3市な)位面対補岡金制深村首象助度カづ施立3喰附積設E金地E略が総用上的決3合地限にh定位計造a2し画置以成億てやづ上円い地排けな(た域水企い工再業施守業生立合計及地岡で画地び後あアをにのっ整備す位生補場置助合噺づでけ象らと次れすのたる要工. 件を満たす絹合に限り、 具体明て確もに、 業団地

再クセ整備ス道支路援と(合開発わ許せ可てに上必限要5な億最円小)限)

補助対
象へ
補助率 1/2 

ただし、県内経済への波及効果があると知事が認める場合で、
次の ①を満たす場合は、 6億円を超え20億円までは 2/3 

①及び②又は
①及び③を満たす場合は、 6億円を超え20億円までは 3/4 

①、②及び③を満たす場合は、 6億円を超え20億円までは 4/5 とする。
なお財、やむを得ない事情があると認める場合は上記6億円を3億円に引き下げる。
① 政力指数がO. 5未満の市町村
②従業員l人当たりの市町村別製造品出荷額等の過去5年平均が県平均を下回る市町村
③「鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例及び規則Jで定める中山間地域の区域

※補助率の上乗せは、平成28年度末までの時限措置

3 や案既こ新しれ存たたま工補なで業助造の団率成取地の経組の見費状分直な況譲しど、可をを改行能追善ない加点、用す大地る手がと製ほと造とも業んにのど、誘な市致く町にな村繋っのがて財っき政たて状。い況やる中中、山補間助地対へ象の立に貸地事状業況所等整を僚観
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

1目 工鉱業総務費

立地戦略課(内線田 76 6 4) 

(単位千円)

財 源 内 訳

事業名 |本年度|前年度|比較
自庫支出金|起債|その他|一般財源

新規工業団地整備
支援事業 7，296 3， 259 4，037 

トータルコストI8，076千円(前年度 4，036千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容|申請書の審査支出金の交付手続

理都政策目標(指標II県外企業の誘致推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進.県内企業の新増設の増加を図る

7，296 

備考

(平成 27~3 1年度の立地件数特定製造業5件、本社機能移転等拠点集約
1 0件、ニッチトップ事業 20件、中山間地立地5件)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
企業投資の促進を図るため、市町村が行う工業団地の整備に要する経費を借入により調達す

る場合に発生する利息の一部を助成する。

2 主な事業内容

( 1 )制度の概要
市町村が工業団地整備に要する費用について
・起債により調達する際に生じる支払利息の 1/2を助成する。
-鳥取県市町村資金貸付基金に追加する「工業団地整備資金」により調達する際に生じる支払
利息の 1/2を助成する。

区分 内容
対象経費 工業団地整備のための用地取得費及び造成費等を起債ある

いは鳥取県市町村貸付基金からの貸付けで調達する場合に
生じる支払利息

助成率 1/2 

(2 )補助事業の概要
倉吉市が灘手工業団地(倉吉市谷)において行っている貸事業所整備及び団地整備の経費を借

3 これまでの取組状況、改善点
・企業の大規模投資、県外企業の誘致促進に繋がるよう、平成26年度に制度を創設して、市町
村の立地施策の促進を図っているところである。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業費
1固 工鉱業総務費

立地戦略課(内線 :7664)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

境企業整備立地補助事金業環
67， 407 82， 500 ム15，093 67， 407 

トータJレコスト 68， 187千円(前年度 83， 277千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の交付手続

工程表町田革目標(指揮)
県県(外企企業業の誘新致増推設進:進県外か件内ら数の企新業特規の誘新定増製致設造を業実の現増加件する
平内成 2 の7~3 1年の促度の立:地県 5 、を本図社る機能移転等拠点集約

1 0 20 日 ず7 5 

事業内容の説明
事業の目的・概要
県内の工業団地への企業立地促進と工業用水の利用促進を図るとともに、工場排水に伴う周

辺環境や農林水産業への影響を防止するため、県内の工業団地において新増設を行う企業に対
し、排水処理施設の整備に係る経費の一部を補助する。

2 主な事度業内容
1) ilil 
補助要件 鳥取県企業立地等事業助成条伴例第2条第1項業第1号に定める企業象立地事業のうち条例

第3条の認定を受けた事業に って行う事であって、補助対経費がl億円以上の

(2)補補事助助業対費象金経額費 134，814千千円(対象企業 1件)
67，407 円

〈対象企名住業業務概称所内要容〉 株鳥高級式取県会和社鳥菓子源取吉市開兆南発庵吉・鳥方製取造3丁工場目201-1 

3・平これ成ま21で年の度取に組制状度況創、設改以善来点4件の事業を補助し、企業の大規模投資、県外企業の誘致促進

に繋がっている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

1目 工鉱業総務費

事業名 本 年 度 前年度 比 較
財

目II支出金

源

立地戦略課(内線 :7664)
(単位:千円)

内 訳

起 債 その他 一棚草原
備 考

校旧鳥校取舎高改等修農事業業学
911 96， 920 ム96，009 911 

トータルコスト 3，250千円(前年度 97， 697千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 契約・調整事務など

工程表の政策目標(指標)
県県(外内企企業業の誘新致増促進 : 県県のプ外立事内企地業か件業ら2の新新規増特誘致製の山増造を岡加業地実現する平成 2 の7~3 設1 年ト度: 数の 設定中 を5件地図、る本件社)機能移転等拠点集約

1 0件、ニッチッ事 O件、 立 5

事業内容の説明

事業の目的・概要
鳥取市南吉方の旧ニ洋電機(株)跡地(鳥取市所有)内に存置されている旧鳥取高等農業学

校校舎(大正 10年建築)については、平成 26年 3月に進出協定を締結した(株) LAS S 
1 C (鳥取市)が入居する予定であり、平成 27年度は、実施設計及び耐震改修工事を実施し
ているととろである。(なお、耐震改修工事の工期が延びたため、平成 27年 11月補正で繰越
を実施。)
平成 28年度は、当該建物の維持管理を行う。(なお、(株) LAS S 1 Cは平成 29年 5月

から入居予定。)

*旧鳥取高等農業学校校舎(平成 25年 10月31日、鳥取市から取得)
-木造2階建(大正 10年建築) -建築面積 232. 73rri -延床面積 424. 2rri 

2 主な事業内容
旧鳥取高等農業学校校舎について維持管理を行う。(平成 28年6月工事完了予定)

事業費 911千円 . 
① 建物底地賃借料 545千円
② 響備委託料 9 1千円
③ 電気料金 240千円
④ 上下水道料金 35千円

3 これまでの取組状況、改善点
旧校舎建物については入居企業に譲渡する方向で交渉していたが、談受側の事情によっては

処分される可能性もあることから、建物は県が所有し、企業への賃貸により利活用を図ること
としている。
建物規模等から比較的小規模な情報処理系企業が現実的と判断し、平成 25年度9月補正予

算において、鳥取情報ハイウェイのアクセスポイントを設置した。平成 26年 3月 12日に、
(株)LASSIC(鳥取市)と当該建物への立地に係る進出協定を締結し、平成 26年度は

耐震診断等調査業務を行い、平成 27年度は実施設計及び而t震改修工事を実施している。

製支造援業事生業産等改善
。 1， 067 ム1，067 

トータルコスト 0千円(前年度 1， 844千円) [正職員 :0目。人]

主 な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

本れ制新度決による県内は製平造成業への支伴度援については、平成 26年度に経営改善設備投資支援事業に吸収
さ 、 規定分取扱い 25年 で終了。
交付 の支払いの終了にい、平成 27年度で事業終了。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
1 3款諸支出金
1項公営企業支出金

1目 鳥取県営工業用水道事業会計支出金
立地戦略課(内線:7664)

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

事業業(会鳥計取地出資区金)事 266， 552 242， 834 23，718 266， 552 

トータルコスト 266， 552千円(前年度 242， 834千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 申請書の審査・支出金の交付手続

工程表の政策目標(指標)
県外平内成企企業業の誘新致増推設チ1進の年ト促度ッ:進県外か件内らの新業規誘新定中製致増山を実現増立5加件す地る
県(:;:p: p.lt 2の7-3 のプ事立-地県業 企数 特の 設造業地の を、本件図社)る機能移転等拠点集約

1 0件、ニッ ッ 20件、 間 5 

事業内容の説明

1の事鳥出資業取県のを企行目業的う局。・概が行要う鳥取地区工業用水道事業の経営の健全化を確保するため、一般会計から

2 主烏な事地業内容お
取 区に いて、工業用水を一部給水するため企業局が先行投資を行っており、その整備

に要した起債の元金償還金について出資を行う。

(単位:千円

出資金の名称 金額
|鳥取地区工業用水道事業に係る出資金 266，551 

3 これ地までの

-鳥取水業成 区の なる工業
用よ(E 道の整

局は、 殿ダムが

るが、 /日)の半金
分収にも 水の料

入もで 出資を行
うの
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線・ 766 3) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

自庫支出金 起 債 その他 一般財源

リ創サイ出クル援ビジネ l繰入金)
ス 支事業 16， 374 31，011 ム14，637 6，927 9，447 

トータルコスト 21， 033千円(前年度 35， 670千円) [正職員:0.6人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の支払い認定、企画・連絡調整等

工程衰の政策目標(指標) 県医療内機企器業等、バにイ対オす、るl支C援丁を、行環う境。 ・エネルギーを次世代の成長産業とするため、

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県性や内の益リサ性デイ面クルに資ビする技術・製品の研立究が開発難境等の取組を支援すおるとと新もに、 これまで市
場ビ 収 のから ジネスとしての成 環因であった性分野にいて、 たなリサイクル

ジネスモ ルの創出を支援することにより、 産業の活化を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 内容

業リ・サ製補助イ品実金クル用技化術事
12， 000 

施度l期新7， 000=f-F9 X iF~J1;J11J\fl'~ 1/2 =8， 500成千円

: 2/ 間 (平 29年度)

発上型 対象)

〔平成 業

リサイア助クルビジ 2， 000 
0新た事業な27業実年リサ実期採イクルビジネスモすデ、O千補ルる円。助ビジネスの創出を目的とした事ネスモ ル支援 調査 や 証択間事業最業等を助成

業補金 事成 施度 : 長分12ヶ月 率 :2/3以内
0平 事 2，00

審・査事会務経費費 2， 374 0リサイびクル技サ術・製品関実連事用化業事業係補助事金審費査会の開催に要する
経費及リイクル にる務

合計 16， 374 

*産策製業廃棄す物処事費理施充設助設置の促進及び産業鳥れ廃取棄県産物の発廃(平棄生成抑物2処制8年、分度再場充税生当その見一の込他部額適が:正、6な処サ理にル関技する施にるにてるものとして、 業 リイク術・
品要実用化 用業補金の財源に充てら ている。，927千円)

3 これまでの取組状況、改善点

0これまでリサイもクル技術燃・化製等品実用化事業粉補砕助技術金によ業発り、 46件の助む開企発事業業テーマの支す援るを行どい、
27年はみの のための のに係る を択な、当

平補助成金を活度用した製殻品開発料により新たにリサイクル産開 に取り組補 が順採調に増加してい
る。

0この補助建が金を活材用して外県開展発内された製品には、 実社証等継試験で取引先から好実評を得路て事広業げ化が期待i告
できる 設あ資や、県も 企示会業への出展究や商発 との商談支により着 に販 を ている
園資材 り、今後 等の研開を続して援する。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線・ 7663) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財凍

整ト【事企備業業促】進自環立事境サ業ボ産業
(貸付金元
利収入)

59， 740 72， 274 ム12，534 59， 417 323 

トータルコスト 60， 520千円(前年度 73， 051千円) [正職員 O. 1人]

主な業務内容 申請書の審査・認定、連絡調整等

工程表の政策目標(指標) 医官接説得、るlJ45符エネルギーを次世代の成長産業とするため、

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内施廃棄設物の備リサイクルを促進し、すリサ企イクル産金業の振興かを融図るため、廃棄際物を利活用する
ための ・設等のインフラを整備る業が融機関 ら資を受けるに県から利子補
給を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 内容

貸付額金 59， 417 平語17手度以前に融資実行された事業について、預託制
(預託 ) 度を続る。

(利補子補助給金額)
323 平な成18年う度利以降に差認額定されたを事金業融に機つ関いては、す低る利。貸付

とるよに子の (注) に補助

(注)利子の差額=(市中金利 貸付金利)x貸付残高

合計 59， 740 

3 これまでの取組状況、改善点

0近年、 全国県支的援内に多企業くの企業がリサイクル率関連向産上業をに参指入しており、 県内企業時資も金同様がの傾資向さが
みられる。 によるリサイクルの 目した取組に対して適 融 れ
るよう継続 する。

。平平成成184年年度度の制1件度融(融資資開額始3か0，らこれ千円ま)でをに見20j件、 融資総額2，326， 621千円の融資を実施し、
2 は 000千 込んでいる。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線:7663)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

及リサ・販イ売クル促製進事品普業 2， 116 2， 115 2， 116 

トータルコスト 7，575千円(前年度 7， 551千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 普及啓発活動、グリーン商品の認定業務、補助金業務、企画・調整連絡等

工程衰の政策目標(指標) 医県療内機企器業、等バにイ対オす、るl支C援丁を、行環う境。 ・エネルギーを次世代の成長産業とするため、

事業内容の説明

事業の目的・概要

び県環境認定産業グリーン商品図の認定やリサイクル製品の販路拡大の支援により、リサイクルの促進及
の育成をる。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 内 容

県品普認及定促グ進リ事ー業ン商 1，416 

8県県(「認補鳥認定助取定上グ県グ限認リリ、定:1ングン，商3商リ00品ー品千ののン円認商販、定促品補及活普助び及動率普促経:及進費1啓協の/発議一2会部)」をが助行成。う

(鳥会(取員主県企な業活認内定動:2内グ1社容リー平ン商成品27年普及3促月進末協時議点会)の概要)

-県ホ 外で開催される展示会への出展
ームページ、パンフレット等による広報活動

売リ促サ進イ事ク業ル製品販 700 
C係県を費認る目量長定経的量費グとリ ン商的成を県助2外民等成の度の.展酬リ示サ会率イ1ク見/ル本2製市、品へ醐のの肱山予信書展定拡等2大件こして、

の一部
限問 : 35 

:平

合計 2. 116 

3 これまでの取組状況、改善点

0平け成15年認度定から認定認制知度度を開始した、め県のの取公組共を工行事い等、で平の成優27先年利12用月や末企現業在へ、の全積体極で的4な商働きか
定など 商品の 向上の 31 品を

認している。

0平成り成17年示度会げやかてらは県内リサイクルプ企に業10社商 (12件成)立の県外展ど示会への出展経製費品を補販助路してお
、展 そのフォローアッ よ り談 が するな、リサイクル の 拡大に
果を上 いる。

0今後も県定企認業定等グリーンす商品をはじめとするリサなイクル製引品きの利支用援促進・販路拡大を図るた
め、認 が実施る県外展示会への出展どを 続き していく。
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4款衛生費
2J頁環境衛生費
4目 環境保全費

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

財 源

産業振興課(内線 7663) 
(単位:千円)

内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

業リサ促イクル産業事
化進事業 642 642 。 642 

トータルコスト 2， 981千円(前年度 2，972千円) [正職員:0目 3人]

主な業務内 容 補助金の支払い、企画・謂整連絡等

工程衰の政策目標(指標) 医療機業器、等バにイ対オす、るIC 丁、環境・エネルギーを次世代の成長産業とするため、
県内企 支援を行う。

事業内容の説明

事産業県業の内目的・槻要新
振に興お機け構る たなJリサイクルビジネスしの、創リ出サをイ促ク進ルす産る業こにと関をす目る的事・と業しイて、支(公援財す) 鳥取

県 にコーァィネーターを配置 じを る。

2 主な事業内容

コーディネーター 0リサイクルに係る懸判喜や既存の伊の確T保 fmし出ら 企警や試の役割 験研事取究業組機関等と研 を立ち上 営 、事業化へと導

化可能性の 加及断機、び製参関画者 確絡路テーマ毎の との連調、 討 の開催
・知的所有権の取 品の販 開整拓に検係る会支議援等

コーディネーター (公財))鳥取県産業振興機構西部支部
の配置箇所

主な研究会 0焼却焼灰の検中リサイ重クル
却法灰 の 金属の溶出抑制など、リサイクルに向けた課題の

解決を討

0もみ資殻び源のプ化ラリサイ障壁クル
再 の となるもみ殻表層の検粉砕討技術の開発など、燃料

化及 スチック代替品の原料化を

事業費
64輿2コ千機ー円構デ運(ィ(公営ネ財費ー)交タ付鳥ー取金の事県人産業件業で費振計に興上つ機。い構てへは補、助(金として交取付産) ※ 公財)烏県業振

3 これまでの取度組状事況業 改始善か点
0平成20年の 語 らこれまで、様々な廃棄物を原料としたリサイクルビジネスの事物

業化支援を行い、 環システムの構築に寄与している。いまだ後リサイ継続クルが支困難援すな廃棄 が
あり、事業化に向けて模索している事業者も多くあるため、今も して る。

(近年のコーディネーターの実績)

研究会の種類 実績・効果

中海海藻 中海海藻から肥料を製技造する際の乾燥技術殊の料向島上による製)制造工備程の大
リサイクル 幅(参な短縮者を達成。同 術を業実技用化し、特 肥 の量大産学体等 を整

画 県内企業、県産 術センタ一、 根

鉄鋼スラグ スラグ骨携者材のコンクリート硬会大化体の海洋での利用検討意団見等に交)向換けた実島根施県
リサイクル との連 体県制を構企業築。研鳥究 の開催や関連産機業振関との を

(参画:内 、 取学、しまね 興財
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線:7663)
〔単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財源内訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源

<雑入>
43 

備考

建設業多角化経営
支援事業 1 10，687 12，1791 ム1，492 10， 644 

トータルコスト I13，026千円(前年度 15，285千円) [正職員:0.3人非常勤職員:3.0人]

主な業務内容|普及啓発、相談対応、計画策定支援等

理表の政策目標(指劇|産学金官連携による技術・研究成果の情報発信、知的財産活用に向けた基盤づ
くりを行い、県内企業の新事業展開、販路開拓につなげる。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県内建設業者等が多角化経営を目指して行う新たな事業展開等の取組に対して、普及・相談
から事業化・フォローアップまで一貫した支援を行う。

2 主な事業内容

(1)建設業新分野進出アドバイザー兼経営相談窓口相談員設置事業 (9，871千円)
企業OB等の専門職員が建設業者をはじめ地域中小企業の新分野進出の相談及び県内企業の

経営課題に対応した支援施策の紹介、経営相談等を企業訪問により行う。

-建設業新分野進出アドバイザー兼経営相談窓日相談員 3名

(2)事務費 (816千円)

3 これまでの取組状況、改善点

0建設業新分野進出アドバイザー兼経営相談窓口相談員を束・中・西部に配置し、企業訪問に
よる経営相談を実施している。
[相談実績1H24・1，842件、 H25・2，033件、 H26:1. 180件、 H27:553件(4/1-9/30までの実績)

0建設業新分野進出事業補助金は、平成15年度の制度化以降、平成25年度末までに207件の新
分野進出に係る事業を採択し、建設業者の新分野進出を支援してきた。平成26年度から中小
企業調査・研究開発支援補助金、経営革新支援事業補助金に整理統合し、引き続き建設業者
の新分野進出を支援している。

0建設業新分野進出アドバイザー兼経営相談窓口相談員は、建設業新分野進出事業補助金の後
継事業である中小企業調査・研究開発支援補助金及び鳥取県版経営革新の普及・相談・フォ
ローアッフ。の役割を担っている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業費 産業接興課(内線:7663)
2目 中小企業振興費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

産学金官連携強化 〈雑入)
推進事業 22， 688 28， 283 ム5，595 7 22， 681 

トータJレコスト 30，486千円(前年度 36，048千円) [正職員:1.0人非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 会議・イベン卜の開催、連絡調整

工程表の政策目標(指標) 産学金官連携による技業術新・研事業究成果開の情販報路発信拓、知的財げ産活用に向けた基盤づ
くりを行い、県内企の 展、 聞につなる。

事業内容の説明

事業の目的・概要

大学・公設試等と県県内企業発との連携を強化するためのセミナーや企業の製品・県内にある特
徴的な技術等を広く 民に信するイベントを開催する。

2 主な事業内容

区分
予(千算円額) 

概要

産学マッチング 2， 033 
企業・研究と機関で事術っ(仮業をと称や紹り)研介イを究ノし開てベを催実おーす互質シる的いョ。に担う技き術者等がそれ実践セミナーの ぞれの得意する技 を知るっかけとなる

開催 マッチングセミナー
※TIFNet(と ンファシリテイネット

ワーク)等と協力して実施。

とっとり産業技催 4，769 
る県ため内介企、に注す業、目や企るさ実業大れ演学のる製・・産体公品業験や設技型試部術の等品に展の、関示活大す会学動るを・・講行活公演う躍設会。試をも広等併の〈せ県研て究民実にの施周成廿知果すな術フェアの開
どを紹た
ま する。

その他 15， 886 標準事務費(産業振興課)、非常勤職員(事務補助)人件費

3 これまでの取組状況、改善点

0平成22年度から産内容学金官が共同で「とっとり産内業容産フェス在ティしパル」 を開め催してきたが、専般門
家を対象とする と一産般県民を対を象とする とが混 てい践たた 、平成27年分割度はー
向けの産業技術フェアと学連携 目的とした学マッチング実セミナーとを 開催し

た[来。場者数JH22: 1， 900人， H23: 1，400人， H24・1，422人， H25: 1， 670人， H26: 1，222人，
H27:2，100人

0また、一般向けの産業技術フェアを技能振興フェア(職業能力開発協会主催)と同時開催し、
相乗効果を図った。

-~~-



平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費 産業振興課(内線:7663)

2目 中小企業娠興費 (単位:千円)

財 j原 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 上t 較 備考

目1支出金 起 債 その他 一般財源

産学共問事業化プ
口ジェク卜支援事 45， 303 30， 451 14. 852 45， 303 
業

トータ Jレコスト 47，642千円(前年度 32， 781千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 審査委員会開催、委託契約業務締結、業務進捗管理

工程表の政策目標(指標) 医療機器、バイオ、 IC丁、環境・エネルギーを次世代の成長産業とするため、
県内企業等に対する支援を行う。

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県経済再生成長戦略の戦略的推進分野をはじめとする次世代型産業の発展・振興を図る
ため、県内にある優れた技術シーズに基づいて事業化・実用化を目指す県内中小企業者と県内
大学・高専・公設試との共同開発プロジェクトを支援し、鳥取県における産学官連携による新
産業創出を促進する。

2 主な事業内容

対象事業 県内にある優れた技術シーズを基に、県内中小企業者と県内大学・高専・公設
試が連携して製品化・事業化を目指す新産業の種を生み出す産学共同プロジェ
クト

委託先 県内中小企業及び県内研究機関(大学、高専、公設試)等で構成される共同体
※県から共同体の進捗管理を行う法人へ委託

委託料 20， 000千円/件Xl件

事業期間 委託契約締結日から 2年間

採択方法 有識者、専門家で構成される審査会で審査(委員6名)

予 算 -平成28年度新規分 20， 000千円Xl件X60%(平成28年度執行率)= 12. 000千円
(債務負担行為:平成29~30年度)

-平成27年度継続分 32. 948千円 (債務負担行為:平成28~29年度)
-審査会経費 355千円

3 これまでの取組状況、改善点

0平成27年度に新規事業として創設し、 2回の公募を行った結果、予算枠3件を大幅に上回る
延べ17件の提案応募があった。

0プロジェクトの新規性、開発目標、計画の妥当性、県産業への波及効果や県施策との整合性
について審査し、平成27年度は3件を採択した(風力発電、難病治療薬支援、氷温技術)。
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費興振業
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事業名 |本年度|前年度|比較
財 ;原 内 訳

一般財源
備考

戦略的知的財産活
用推進事業

トータ Jレコスト

15，4551 14，3741 1，0811 

23， 253千円(前年度 22， 139千円) [正職員:1.0人]

15， 455 

主な業務内容|セミナー等開催、補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標)I産学金官連携による技術・研究成果の情報発信、知的財産活用に向けた基盤づ
くりを行い、県内企業の新事業展開、販路開拓につなげる。
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(2 

鳥取県知的所有権センター
補助
( (公財)鳥取県産業振興機構)

3， 835 
千円

3 これまでの取組状況、改善点
0特許流通コーディネーターによる企業訪問

(H21:256件 H22:459件 H23:291件 H24:337件 H25:404件 H26: 469件
H27 (9月末時点): 330件)

0鳥取県知的所有権センターへの問合せ
(H21:1， 269件 H22:1， 397件 H23:1， 561件 H24:1， 280件 H25:1， 557件 H26: 1， 804件
H27 (9月末時点):1， 036件)

0特許流通フェア事業について、県の他の事業と共同で出展できる展示会において、県内企業
が保有する特許技術をより積極的にPRした。

0特許流通を促進するため、商工関係団体と連携して企業や学術機関等のニーズとシーズのマ
ッチングの場を創出した。

0コンテンツ関連の事業者ニーズが高い著作権関連セミナ一、ものづくり・サービス等の高付
加価値化実現に大きな効果を発揮する産業デザインセミナーを重点的に実施した。
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7
日叶線一産一

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

県ジ有メ知ン的卜財事産業マネ
5， 351 8， 221 ム2，870 5， 351 

トータルコスト 10， 810千円(前年度 13， 657千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 県有知的財産のマネジメントに関する業務

工程表の政策目標(指標)

経、研 向セミー催経費 置る。

産d特マ品穀事聖へ雪量じた品出川千円〉
録時 理士を通等ト 願談ブ ・登 の実施

利侵害のト ル催対

財内産容 特ジ許メ庁ンへ委の員審会査ラ請の求開の録応事(前13検5千討円)②特許の権利更新検討

ー・出願から登録までの主な流れ

需量品願から 員i此明から 童 書庁 普章一詳重( 行害j賠から 書i l年6ヶ月 3年以内 特

一一① →請求ー→の一→ トめl → ② → 

関知財マネジメント 喜 納
委員会開催 付 知財マネジメント

) 

毒事昌寺問盛

3 
これまでの取組産度卜状委かの況、会改善催27 点
0O県マ-平特ネ有成ジ的メ18年件財ン 員保ら平有成状開況状年況度まで計21回の委員会を開催。

知許15 意匠 5{!牛 商標94件

。県有特許の概要
名称 関係試験場・所

l発泡ガラスの製造方法及び発泡ガラス 衛生環境研究所
2評ウ価シ個方体法における枝肉重量を評価する遺伝子マ カ 及びそれを用いた枝肉重量 畜産試験場

3ハタケシメジの培地及びハタケシメジの栽培方法 林試験場
4暗渠の洗浄方法 農3ヨ

5 ，草刈機 農 試験場
6非除病方法原性のエルピニア属の新菌株， これを用いたイネ内穎褐変病の防除剤及び防 農業試験場

7ひざ当て |倉吉農業改良普及所
8 ウシ個一体及びにおける枝肉た重枝量肉及重び量体及高びを体増高加にさ関せするる遺遺伝伝的的能能力力をの評評価fする遺伝子マ 畜産試験場

カ それを用い

監喜重9 フツキョウの処理方益三および加工7、、キョ
10 ナシ属植物の染吉本の作出方法、およびナシ i植物の倍数体
II リン酸イオン吸量 1 の製造方法、リン酸イオン回収方法、リン酸肥料ø_~ 官 ・ 生環諸 f究所
12 l炎症性腸疾患治揺 刊 百工 号働

13 スイカ号粉目マーカー =と 』業改良普及所
14 精液注入装置 畜試験場
15 ショウロ培養菌糸体接種による子実体生産技術 本業試験場
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産業振興課(内種計結j
費興振業
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備 考
訳内源財

較比前年度本年度名業事
一般財源

事進口止業
A
回
相域地

業 95， 357 ム80396， 160 95， 357 

105，479千円) [正職員:1. 2人]104，715千円(前年度卜ータJレコスト

(公財)鳥取県産業振興機構との連絡調整、補助金交付事務など

地域密着型の新規開業、新事業展開を図る者に対し、創業初期の経費負担を軽
減し、販路開拓拠点の確保を支援することにより、地域創業と新事業の安定的
定着を図る。

主な業務内容

工程表町耐震目標(指揮)
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15， 138 
千円

2 主な事業内容
(1)スタートアップ応援事業(15， 138千円)

1ド業安擦のための融資制度を活用する創lヲ

スタートアップIU対象者:
応援事業補助金| ・創業計画策定に商工団体などの指導・支援を受けた者

-創業支援計画策定市町村が認めた創業者2幕切思:36月間(債務負担行為:平成29~31年度)

-創業支援資金分 借入額の利子相当額(年1.66 %)全額
・[新規]日本政策金融公庫融資分・

腎入額の利子相当

yh而

千円

これまでの取組状況、改善点
。平成23年度から実施している起業創業チャレンジ支援事業では、県域での新規性の高い新規

開業について、これまで26社の創業や第二創業を支援してきた。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
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エ工
高

目項
2

款
2

マ， 産業振興課(内線:7663)
(単位:千円)

財 ;原 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

究中小開発企業支調援査事業・研 53， 237 68， 319 ム15，082 53， 237 

トータJレコスト 61， 035千円(前年度 76， 084千円) [正職員 1. 0人]

主な業務内容 補調助整事な業どの募集、審査、交付決定、補助金の支払・確定、補助事業者との連絡

工程表の政策目標(指標) 産学金を行官連携による技業術新・研事究業成展果開の情販報路発信拓、 知な的財げ産活用に向けた基盤づ
くり い、県内企の 、 聞につ る。

事業内容の説明

事業の目的・概要

県行内中小企査研業地者究域が新技業たな製発性等化品及補び図技助る術すの開発による事業化内もしくは新サげービスの展創開を目指
してう調 、 術活開 を ることにより、県産業の底上、新事業の出を促
進し、もって 産の を

2 主な事企業業内容
( 1 )中小 調査・研究開発支援補助金 (53，114千円)

補助対象分野' の

設目白 ル介注護促開発進ビ事支ジ業援ネ事ス参業入支援事業

事支業援調型査
新先立製つ品の場開調/発査、3等以新の内サ基ー礎ビ的スなの研提究供・、・事開異業発業実を種施支へ期援の間す進:る出1。2なヵどの新たな取組に

補件助条

・補補助助市率金2 月以内
上限額:1， 000千円

研支究援開型発 高補補度な助助技金率術に関する研究・開発事・業事へ業の実取施組期を間支:援2する。
2/限3以内 4ヵ月以内
上額:5， 000千円

予算額 H2債8年務度負補担助行枠為30，度000千円 × 年9年度度内執行0，率1/2= 15，000千円
( 限額 H28~29iF~ 30. 000千円)

H26、27年度交付決定分 38， 114千円

(2 )外部有識者による審査会運営費 023千円)

3 これまでの取組状況、改善点

0平成20年た度以降、製造業者の新商品開発等の取組を「ものづくり事業化応援補助金」で支援
してき
H20 : 20 件件 H21 : 20 件 H22 : 18 件 H23 : 21 件 H24:29 件 H25 : 20 件 H26 : 26 件
H27 : 1414 (H28. 1. 12現在)

0平に成統行合26年し度、以全業降種、中を小事企業業対の象研と究し開て発、等県に内関企す業るの補高助付制加度価を値「化もにの向づけくたり商事品業開化発応の援取補組助支金援」

をっている。
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バックアップ型ト
ライアル発注事業

その他自庫支出金|起債

3， 144 3， 143 3， 144 

3， 920千円) [正職員:O. 1人]3，924千円(前年度トータJレコスト

トライアル発注対象製品の募集等主な業務内 容
A 

産学金官連携による技術・研究成果の情報発信、知的財産活用に向けた基盤づ
くりを行い、県内企業の新事業展開、販路開拓につなげる。

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内中小企業等が開発・製造する新製品・新役務を県が試行的に購入し、官公庁における受

注実績をつくるとともに、当該製品の有用性等を使用者の立場で評価し、製品の改良や販路開
拓につなげる。
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( 2)選定した製品等について、以下の販路開拓支援を実施する。
①当該製品等の有用性等を評価するとともに、官公庁における受注実績をホームページ等で
PRする。

②選定企業に対して、他の販路開拓支援策の紹介等によるフォローアップを行う。

3， 144千円(製品等購入費 3，000千円、選定会議 144千円)

これまでの取組状況、改善点
。平成19年 8月の制度創設以来、 115製品を選定した。
0選定製品については、カタログ作成、県政広報や中小企業総合展への推薦等、様々なかたち

で周知を図ってきた。

( 3)予算額

3 

トライアル発注製品選定件数の増加:200件 CH30年度までに)→[現状1115件[指標]

<製品選定までの流れ>

評価

一定期間経過

後、製品等の

評{耐をフィ

ド11ック

Fーヨ砂

発注

y~ の機関

が予算の

悩凶内で

l時入

ー→

登録簿掲載

倍長 24ヶ月

畳録簿に掲

載し、県の機

関へ周知

一今

選定会議

外部容査員を宮む

選定会議よりトラ

イアル発注対象製

品等を選定

一→

形式審査

選定基酷から外

れていると認め

られるものはこ

乙で不採川

ー→

募集

年 2-3間

期聞を決

めて公募

製品名 物忘れ相談プログラム
(認知症の早期発見と予防に役立つプログラム)

企業名:株式会社エッグ

一究Q-

<登録製品例>



平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業 費
2目 中小企業振興費

事業名 本 年 度 前年度 比 較

(公財)鳥取県産

財

国庫支出金

産業振興諜(内線田 7663) 
〔単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

業振興機構運営費 311，216 309， 316 1， 900 311，216 
交付金事業

トータルコスト 318， 234千円(前年度 317，081千円) [正職員:0.9人]

主な業務内容 管理運営・連絡調整事務、交付金交付事務等

工程表旧日間車(指揮) 産学金官連携による技術・研究成業展果開の、情販報路発開信拓、知的財産活用に向けた基盤
づくりを行い、県内企業の新事業 につなげる。

事業内容の説明

事業の目的・概要
(公財)鳥取県産業振興機構は「経営のサポートセンター」として、県内中小企業の販路開

拓、新事業創出、人材育成等の各種相談に応じ、きめ細かな支援事業を実施している。
産織業・振興機構が継続的に実施すべき事業を「基幹事業」として位置づけ、事業実施に必要な

組 人員を定数化し、管理運営費と県内中小企業の新事業創出や販路開拓等を支援する経営
サポートセンター事業に係る事業費を助成する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事業名等 予算額

1 管理運営費 233， 746 
p→τ、e 基幹事業に係る人件費(プロパ一等45人分) 219，246 

付 庁舎管理費 14. 500 

基 金 2 経営サポートセンタ一事業 77. 470 
. [新規]専門家を活用したハンズオン支援(伴走型支援)

事 . [新規]県内企業が開発した自社製品の販路開拓
幹 -受発注ZlL三情報の収集・取引あっせん

業 -商談 開催、専門展示会への出展
-商品開発に係る各種研修会(ものづくりカイゼン塾)の開催

事
(公財)鳥取県産業振興機構運営費交付金事業計 311， 216 

業 各
-地域資源活用ポ・農商工連携促進事業(コーディネーター2名)
-海外展開サート体制強化事業(言語スタッフ 3名)

予 -医工連携推進事業(コーディネーター 1名)
算 -戦略的知的財産活用推進事業
事 -リサイクル産業事業化促進事業
業 -起業創業チャレンジ支援事業

-とっとりバイオフロンティア(指定管理委託料6名) 計12名

その他 -鳥取県6次2業産競業争化ネットワーク活動交付金(企画立案推進員2名、管理運営員1名)
事業 .LED産 力強化事業 (LED支援員3名) 計6名

3 これまでの取組状況、改善点
0プロパー職員を中心とした組織体制への移行を目指し、組織体制の充実強化に取り組んでい

る。
[ロードマップ]

区分 H23年度 H24年度 中長期目標 (~H30年度)
プロパ職員 7 → 11人 12人 15又は16人
県派遣職員 8 → 5人 5人 2又は 1人
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j
 

3

1

 

戸

O
苧

T

no---

7
E凶i
 

l
 

----
財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比 較 備考
目庫支出金 起 債 その他 一般財源

産設業管振理興支機援構事施業
(貸付金元別収幻

273， 973 278，113 ム4，140 273， 973 

トータルコスト 274， 753千円(前年度 278， 890千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 貸付に係る契約及び収入支出事務

工程表白日車目標(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

の(土安地(公定・化財建)、物鳥中)取小を企県取産業得業支し援振た体興経機制費構のの充がう、実ち平を、成図県る14が年。そ11の月財に源側の新一産部業を創支造援セすンるタこと(で解財散済団)の運の営財産基盤

2 主な事業内容

(公貸貸財付)付期鳥取金県産業振興機構に短期無利子貸付を行う。
273成，973千円

間平 28年4月 1B~平成29年3月 31 日

(参輔考〉施設概:要一 輔7ー5ーl (単位:千円)
内容 取d日

彊繭嚢:3制 38rri
ト造謹霊

162.000 
建物 : 3.281. 37ぱ(鉄筋コンクリ 820. 050 

言十 982， 05Q 

3 これまでの取組状況、改善点

0す居ま(公る等財に)際の鳥し取益、県県を産・業鳥振取興市償に機が還伴構そがの平財残要成源な高1と4年して11短月期に側無新利鳥助産子取し貸業市て創付が実造毎施けセをン施期タしか、ら土後地、入施・居建し企物業を取の得入 i 

料た 純設 も劣って し、 に対繕し県て県が・ 年し実短貸付以けを実 ている。
、 施の経年化 う必修は補て ている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
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産業振興課(内匙許結j

財 j原 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

機業(新構施)産設整業振備興事 22， 766 。22， 766 22， 766 

トータルコスト 22， 766千円(前年度 O千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 補助金の交付、検査

工程表自由制軍(指標)

事業内容の説明

1 事業(の業財目的・概取利要県用産者鳥 業 の 企の支援機としての機能を実させ、構 への
入う居。公企 等)の の振安興全機な構利用環中境小の業保全を図るた関め、機構が行う充施設整備に機対し施補設助を行

2 主接本な(事公、的産考業財業)え内鳥振方容 業 が所 る施設の 化、経 に伴う設の 補修は、
直基 輿取の機県も構産と、の賃次振興料の収整機備構入増内容に結有にびつすついてか助な成い性老を行朽質のうた。め年、県劣化がその経施費を助維成持するという

(((1))) アト防リューム雨漏事事り(南対北(策2屋階根部部分分ののみみ) 2 屋上 水改修改工 ) 
3 非常用照明修工

機還(新構事基)業産金原業振資償興
(雑入〉

332， 492 。332， 492 332， 492 

トータルコスト 332，492千円(前年度 O千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容 補助金の交付、検査

工程表町政軍目標(指標)

事業内容の説明

1 事因業成制の目的・概(要公
度により 財終)鳥取す県産業振興機械原に設返置されている以下の 2基金が、国の指導に基づ

き平 27年度で運用を了るため、その資を還する。

2 主な事報設E案化Z世基年草内容盤度案( 1 )情 整備促進金

県平基成内中5年小度企業の情報化の推進

る原資 150， 000千円

(2) 研返究設活開発年事す基度業金
置用 昭中和小企61年業2千度が円研究開発するために必要な基礎的調査の支援
還る原資 182，49 

<参考基> 
両 金すについては、平成れ21~22年度年に全終国で行とわれた会計が検査において全国一律で終了年度

を明示ることを求めら 、平成27 度を期する方針示された。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

21頁工鉱業費
2目 中小企業振興費

産業提興課(内線・ 76 63) 
(単位:千円)

財源内訳
事業名 |本年度|前年度|比較備考

l目庫支出金|起債|その他|一般財源

医工連携推進事業143， 972 64， 6861 ム20，714 43， 972 

トータルコストI47， 091千円(前年度 70，122千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|補助金交付事務、関係機関との調整等

工程表の政策目標(指標)I医療機器、バイオ、 IC丁、環境・エネルギーを次世代の成長産業とする
ため、県内企業等に対する支援を行う。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内企業の医療機器分野への新事業展開を促進するため、(公財)鳥取県産業振興機構の医

工連携推進体制を整備し、県内企業への情報提供や専門家の活用、医療機器開発、販路開拓支
援等による医療機器分野参入に向けた取組を支援する。

2 主な事業内容

アイ
を円滑に進めるため、現地調査や情報収集、企業・

(大学)・支援機関等の連絡調整を行う。
0専門家支援

医療機器開発の各ステージに応じて、専門家支援を行う。
O医工連携WEBネットワークシステム運営

医療機関ニーズと県内企業の技術シーズとのマッチング等を
行うWEBネットワークシステムの運営を行う。

0展示会出展・商談会開催
-東京・本郷の医療機器メーカーとの展示商談会
・国際福祉機器展(10月、東京)
・メデイカルジャパン (2月、大阪)

O先進地視察
っている地域等を視察する。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業費 産業振興課(内線:7663)
2目 中小企業振興費 〔単位:千円)

財源内訳
事業名 |本年度|前年度|比較備考

l国庫支出金|起債|その他|一般財源

とっとり発医療機
器開発支援事業 I 24， 000 30，1971 ム6，197 

トータルコストI27， 899千円(前年度 34，080千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容|審査委員会開催、委託契約業務締結、業務進捗管理

24. 000 

理表の政策目標(指標)I医療機器、バイオ、 IC丁、環境・エネルギーを次世代の成長産業とするため、
県内企業等に対する支援を行う。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内企業の医療機器開発人材育成を実施している鳥取大学医学部附属病院が、医療機器開発

に意欲のある県内企業と共同して実施する「医療機器開発プロジェク fト」を県が支援し、医療
機器分野への県内企業の参入を誘発することで、次世代型産業の構築と県内経済の振興を図る。

2 主な事業内容

対瓦瓦「一面取大学、県内企業制連携して実施する、事業化の可能性を見極めるための
研究開発及び試作開発等への委託

委託先| 国立大学法人鳥取大学、県内企業等

委託料| 限度額10，000千円/件X3件

事業期間| 委託契約締結日から最長12カ月

実施方法| ・公募型プロポーザルによる提案募集
-有識者等による審査会にて選定

予 算 1 0平成27年度継続分: 24附円

※平成28年度新規分及び審査会開催経費については、「地方創生加速化交付金」
により実施する。

3 これまでの取組状況、改善点
0鳥取大学が国産医療機器創出促進基盤整備等事業(国事業)の採択を受け、県内から医療機
器開発に意欲のある企業19社(平成27年度)を選定し、医療現場の実情や医療機器に関する
人材育成を実施中。

0平成27年度に新規事業として創設し提案募集をしたところ、 7件のプロジェクト提案があり、
3件を採択した。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
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業
小
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2
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マ，

産業振興課(内弘主 錆j

目オ ;原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一醐棚

産北東業技ア術ジ交ア地流域事 4， 361 687 3，674 4， 361 
業

トータJレコスト 6，700千円(前年度 1，464千円) [正職員:O. 3人]

主な事業内容 関係地域・機関との調整、北東アジア産業技術フォーラムの開催

工標程(表指標の政)策目

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県発と韓国江原道及び中国吉林省の3地域北により、産相ち互の産術業協催技力術協発定展をに寄結与しできる共同
研究開等の増進を図ることを目的として、 東アジア業技 締 ており、平
成20年度から北東アジア産業技術フォーラムを各地域持 回りで開

〔開催実績:平成20年年度:江原道、平成23年年度.吉林省省〕、平成24年度 鳥取県、
平成25 度:江原道、平成27 度吉林

※平成21年年度:鳥インフルエンザ、平成22年度:日程の調整がつかず延期、
平成26 度:吉林省側の事情により延期

2 主な事業内容

事業名 内 ，廿~ 予算額
， 

第6回北東アジ
03地域の行施訪策政関係びを:産行米者子及業い技び、地企術域業開間等発のがの共一取同堂組研状に究集況開をま発発り等表、の産、促業そ進技のを術他図、開る研発。

4， 361千円
ア産業技術フォ に機関する 及
ーラムの開催

究(開催関予の定場問等所 市) 同

3 これまでの取組状況、改善点

0平成18年、北東アジア地域国際交意第流・協力地方政府サミットにおいて、 3地域間で産業技術
分野の交流を 進す原ることに合 した。

0平成20年10月、江 道において 1回協北東アジア産業技術フォーラムを開催し、江原道、吉
林省、鳥取県の 3者間で産業技術交流 力協定書を締結した。
《その後成の動き》

-平 20$11月取 連を

0平平平平互成成技成闘成虫沼泊2同n町3E碍年時年年年協力閲75 9 1 月、第 2@) 8 
催月、の 展

8 月月、 第第江第書(公原を43S財締回恒医E) 伊聞次でf医も療技醐健器交テ擁クノパレ との締闘で相

協定 業 に関する覚書を結。

【4~-



平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項 工 鉱 業費
2目 中小企業振興費

事業名 本 年 度 前年度 上t 較 備考

とっとりバイオフ
ロンティア管理運1 120，5141 120，514 。 120，514 
営事業

トータルコスト 1128，312千円(前年度 128， 279千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容|事業計画及び報告書の審査・承認、業務報告書の確認、委託費の支払など

工程表の政策目標(指標)I医療機器、バイオ、 IC 丁、環境・エネルギーを次世代の成長産業とするた
め、県内企業等に対する支援を行う。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

鳥取大学の染色体工学技術等を活用したバイオ産業の創出を促進するため、とっとりバイオ
フロンティアの管理運営を指定管理者に委託する。

2 主な事業内容

(1)指定管理者 (公財)鳥取県産業振興機構
(2 )指定期間 :平成26年4月 1日~平成31年3月31日(5年間)
( 3 )予算額 120，514千円

①指定管理委託料 119，217千円
(参考 5カ年間の委託料総額 587， 826千円)

②鳥取大学への賃借料W付7ロ汗イ7底地及び鳥取大学動物実験施設) 1， 238千円
(参考 5カ年聞の賃借料総額 6， 190千円)

③指定管理施設運営評価委員会経費(報酬、費用弁償) 59千円
※①、②については、平成25年9月議会で債務負担行為設定済み。

3 これまでの取組状況、改善点

現在、入居スペースは満室、機器利用件数も増加傾向となっており、関所時 (H23年 4月)
に比べて施設の利用促進が進んでいる。今後さらに、染色体工学技術やバイオ関連企業の事
業化に向けたマッチング支援等に取り組む。

立i

(参考)施設全体像

3F貸研究室(居室、
実験室、動物飼育室)

2F管理室、遺伝子
・細胞実験室等

1Fオープンラポ(染色体
工学研究セン告一等)

|5Ff?若験施設 1

とっとりバイオフロンティy(鳥取県)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

工
工

商

目項
2

款
2マ，

事業名|本年度|前年度

産業振興課(内線:7663)
t単位:千円)
一一一ーーー，一一ーーー「

財 源内訳
比較備考

l国庫支出金|起 債|その他|一般財源

地域イノベーシ
ョン戦略支援事
業

トータルコスト I62， 032千円(前年度 50，428千円) [正職員 0.8人]

主な業務内容|申請書の審査補助金の交付決定等

工程表町蹴目標(指揮)I医療機器、バイオ、 IC 丁、環境・エネルギーを次世代の成長産業とするた
め、県内企業等に対する支援を行う。

55， 794 44， 216 11， 578 55， 794 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取大学発の染色体工学技術等を活用した新しい製品、技術、サービスの開発及び事業化に

取り組む中小企業等を支援することにより、本県バイオ関連産業の創出及び集積を図る。

2 主な事業内容
鳥取大学発の染色体工学技術等の研究成果を活用して事業化に取り組む認定事業者に対し

て、研究開発、需要開拓、とっとりバイオフロンティア施設利用料等への支援を行う。
(※)認定事業者・・・染色体工学技術を活用して、新しい製品、技術、サービスの開発及び事業化に取り

組む中小企業者等で、本県におけるバイオ産業の創出に資すると県が認定した者。
司現在の認定事業者(4社): 

(株)chromocenler(クロモセンター)、(株)ジーピーシー研究所、側ケー・エー・シー、
(株)TransChromosomics(トランスクロモソミックス)

ン
支

ベ
等
金

型
業
助

援
企
補

支
一
業

薬
ヤ
事

創
チ
援

50， 000 

2， 128 

1， 560 

2， 097 

3 これまでの取組状況、改善点
0鳥取大学の遺伝子工学技術を活用した医療イノベーション計画として、文部科学省の指定を
受けた第 1 期(Hl 8~20) 及び第 2 期(H22~H24) の「地域イノベーションフログラム」に
おいて、人工染色体を活用したマウス・細胞等の基盤技術(細胞への遺伝子導入効率向上
等)及び実用化技術(遺伝子導入技術を使ったマウス生産技術、細胞作成技術等)が確立
された。

0第 3 期(H25~H29) の「地域イノベーション戦略支援プログラム」では、これらの技術を応
用した製品開発による創薬支援ビジネスへの展開や新たにバイオ医薬品製造関連技術の開
発等が進められている。

0この問、新たな大学発ベンチャーが設立され、県外からもバイオ関連企業が進出するなど、
バイオ産業の創出や集積が進んできている。

0各企業においては、国のオールジャパンによる医薬品創出プロジェクトへの参画、大手バイ
オ関連企業との業務提携や販路開拓等の事業化に向けた取組が進められており、引き続き、
事業化への取組を支援し、更なるバイオ産業の創出や集積を図っていく。

-A7-



平成 28年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

工
工

商

目項
2

款
2

マ， 産業振興課(内線:7663)
(単位.千円)

財 ;漂 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

loT活支用援事ビジネ
ス創出 業 30， 751 24， 956 5，795 30， 751 

トータルコスト 36， 210千円(前年度 36， 604千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 セミナー関係業務、関係者との連絡調整・情報収集、委託・補助金事務等

工程表の政策目標(指標) 県医療内機企器業等、バにイ対オす、るl支C援丁を、行環う境。 ・エネルギーを次世代の成長産業とするため、

事業内容の説明

事業の目的・概要

術技県等術に)お革や新け、の目覚ゆま しい 1 C のアTン誘ラ技タ発ブ術ール・ネ(新ウ技ッ事ェ術ト業アコにのランつ創ブソな出ルーがを技シる促術ア進I、ムoしビ戦T、ッ略の地グ事新方デ業し創ーとい生タオ概にやー念繋オプげ・ーン技るプデ術。ーンをデタ活ー活用タ用し活ベて用ン、技本 あらるモノがイ
県 るイノベーション

※平チ成27年支援度に実業施をしたウエ
ャ一 事 整理統合
[1 0 Tl家電・自動車・機械装置等あらゆるモノがインターネットにつながること

lnlernetサdーI技hi術ngのs モノのインターネット
[ビッグデータ]セン 革新や、ノーシャルメディアの普及、クラウドコンビューティングの発展

等により捕捉可能になった大量データのこと。
[オープンデータ]行政が持つ情報を二次利用できる形で民間事業者等に公開すること。
[ウェアラブル技術]通信機能を持った、身体に身につけることができる情報端末の開発技術。

2 主な事業内容

IoT技術 等先端技情術報を活用した事業展関開への技機術運を高めるために、最新技術や事例
セミナー の 提供を行う IoT 連の セミナーを開催する。

[想定されるテーマ]
(1， 320千円) IoT、ウエアラブプル、センサー技術、 A1 (人工知能)、ロボット技術等

セミナー・グルー ワーク等を計4回開催予定

データ活成用 ビ導デッグデー析デタやオープンデータを活用学したビジネス創出にJ 向けて、 ビ値ッ

人材(育3， 500千円)
グ ータ出分す 技術やアプ材リ開を発育等成を ぶ研修を開催し、ァータから価
を き ータ活用人 する。

実支先援端証技補モ術助デ活金ル用開発
技連専 民間の

(25，931千円)

※平成27年度はウェアラブルデバイスを活用したシステム・サービス開発を支援す
ることとしていたが、平成28年度は、 IoTやビッグデータ等を含む ICT技術
全般に要件を拡大して支援する。

3 これまで
o :>JZ jjJZ 2 6 約420名の続参加希者望があっ

ま ミナーの継を、先

し 修等をJ 実施タする。
O:>JZ jjJZ 2 5 、ァー 活用に整関備する

討格会的 理すやる公。開サイトのも
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2

ヲ，
平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線・ 7663) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

自庫支出金 起 債 その他 一般財源

l 術プC支)T企援(情業事報底業通力信技 ア 2，900 2， 600 300 2，900 
1ツ

トータルコスト 6， 019千円(前年度 5，706千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 補助金交付事務、関係者との連絡調整情報収集等

工程表の政策目標(指標) 県医療内機企器業等、バにイ対オす、るl支C援丁を、行環う境。 ・エネルギーを次世代の成長産業とするため、

事業内容の説明

事業の目的・概要

在県部高職内における ICT産生業をの振象生興実を施図るため、 一般人社材育団法成高う人鳥た取県の研情報修産講業会協座が会が県すす内る企経鳥業費取等
の 者助プや成ロ県すグ内小中高 対高に 後すT援分る ICT のめ ・ に催要 の
ーを る。またグ、中 の 1C 野への関励心をめるために同協 関 る 県
中 生 ラミンコン術テストへの 及び奨を行
※ 1 CT ... 情報通信技 Information and Co皿皿unicationTechnology 

2 主な事業内容

情人報材通育信成産支援業事にお業補け助る金 0在職者内向け人企T材産業育業に成勤界県 1 C が喫す緊の業業務に展対開可能な実践的うな人材育

(2， 800千円)
成部をICT 務る従員に して共同で行経費の一

静重iEi富-F社団伊鳥取県情融業協会: 1/3以
上 : 2. 500千円

助定内容限 :情2，報セキュリティ対策、データベース設計等

O[新県規内] 
心を高める

中高生プロ知グ事ラ(]賞ミ00交ン千付グF 一般プ社ロ団グ法人鳥取グ2件県コ想情ン定報テ)産スを業ト交協の付優会す秀がる者主。催にす知る賞中高生びを対賞象としコンテスト たラミン 事及副(図書
円) カード 5万円×

3 これまでの取組状況、改善点

0情報通信産業における人材育成支援事業補助金の実績: 37講座 565名受講(H22~27)

0中[高生プログラミングコンテス名トの実績
コンテスト出場者数JH23:10 、H24:9名、 H25:6名、 H26・15名、 H27:29名

-.1Q【



平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業費
2目 中小企業振興費

財

産業振興課(内線 :7663)
(単位:千円)

源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

次ネ世ス代創環出境事業ビジ 12， 701 19， 647 ム6，946 12， 701 

トータルコスト 19， 719千円(前年度 32，071千円) [正職員:O. 9人]

主な業務内容 会議運営、セミナー開催、委託事業の管理、補助金事務等

工程表即日制揮(指標) 医療機県器内企、バ等イオ対、 ICT援、を環行境・エネルギーを次世代の成長産業とするた
め、 業にする支 う。

事業内容の説明

事業の目的・概要

援再自性す生可能エ付ネル加価ギー (主に太創陽光出発す電)及めびLED関連企産業業間の育異成分・振興連を携図るとともに、
独支 ある。る高 値の製品を るた、両分野の や 野との による取組を

2 主な事業内容
(単位:千円

灰 手ヤ 内 寸~

次創ト事世出代業プ環ロ境ジ産ェ業ク
12， 000 

OE価在耳昔話北ギか努F連m機異分審桂22霊業語長聞学吉のい量続すしまま事新のZいやテーマについて 野・企 連託関による性たな

・値平※成内容高27付年:加度L価採E値択D分の関 研開1究発2， 0開O る。

太産運業営陽育費光成発協電議関会連
351 0情開報発収支援集等・技を術行習う得。の(専た門めセのミセナミ一ナ、ー協開議催会や等企の業開の催新)製品

鳥電事援補取業シ助県者ス金太協テ議陽ム光取会発扱支

350 
0太め陽、光販発売電・シス工テ業業(補界者ム助協をの率安振議:興心会1をにし/て対図2導るし、入た、限研でめ度修、き額鳥等るt環取運3境県営づく 光)すり発を進電経

シス支テム取す施扱事 太に要陽 る
費を援る。 50千円

メE泳3 ロ三it 12， 701 

3 これまでの取組状況、改善点

0次太ま世た陽代光環境ネ産ル業設分創置野補出助はプロジェク型光間ト事業において光、照助再発金明生可能や小エ直ネきル遮培ギー分器野では、 金属屋組販の根み売開用
パ 金具屋や小空 モー夕、太陽 機電具用 花型栽流 断 の開発照製に取機化器り
LED で、 演用LED 器 LED 

に取り組んだ。この化うち、繋外太が陽 パネ出ル設置補 、LED照明機用器は、 明品 ・ 発が
行われており、事業に っている。

。現開在発新、 ポー組創タブルおリチウムイき続オン蓄県電内池の開研発究と平開成発27援年度すから新たにLED発関連力機器向の
に取業りんでり、引 き 企業の を支 ることで、技術開 の上

や事の出を図る。

0施取県る技組工太実術に陽績対光力発をのして持電向継つ上シ続県スに外努テして業めム支者て取援等扱きすた事を講業ると。師者こ協と議会では、 企太業光陽光太電発電シス電テムの点検メー持カーや等多れくのして、県太内 の陽光発システムの維を 管 理に係
ろであり、 陽発システムの導入促進図るこ らの
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線:7663)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

LED産業競争力
強化事業 25， 542 31，111 ム5，569 25， 542 

トータルコスト 27， 881千円(前年度 33，441千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 委託契約事務、進捗管理、関係機関調整事務等

工程表の政策目標(指標) 県医療内機企器業等、バにイ対オす、るl支C援丁を、行環う境。 ・エネルギーを次世代の成長産業とするため、

事業内容の説明

事業の目的・概要

業開発市場にお競け争るるが課競激題争化解力す決強る化をL支とE援事D業す関拡る連体大市制を場促のの進整中備すでやる、販県路内開企拓業をが支市援場すをる獲こ得と・拡に大よすり、るた本県めにL、E商D産品

のさらな

2 主な事業内容

LED一商ム品設企置画・

暗託号先)!(会?;i鳥f取嘘県産業振臨興機構捕 鯨E舘支運援営(1 チ

9，973千円) 品企画委支託 ムを
〔 公財)

O(L E D商企品開 援員るチーム (3名)

1 )商・企企品 画が 術商品企画の方た新向性商、 市企場性等提の検支援証支援
の を活かし 品の画案

( 3)機設造 員笹
体の設計、放熱設計などの高度化支援

専出展門(支5展，援3示94会千へ円)の 県を進委内LED関連企業E鳥D及取関び県連そ産のの業専企振門業興展が機示開構会発にし出た展商す品るの。認知度向上・販路闘
拓 めるため(公、L

〔 託先〕 財)

セミナ(ーの開ニ円催) 課)平の成会2員2年等度がか技ら術設・知置識・運を営深しめてるいたるめLのEセDミ戦ナ略ー研を究開会催す(事る務。局:産業振興
175千

3 これまでの取組状況、改善点

0平実績成施が24年度おから本事業による県支内LED関連企業の援商か品開新発支た援なや販路発開拓が支実援現を継続な的どに
してり、 LED商品企画援チームによる支 ら 商品関 する 実
着実に上がっている。

(LED商品企画支援チームの支援件数:28商品・ 13社(平成27年12月現在)) 

OLEDを取加り価企り巻値く付事競と業け争で環に力、境くは厳しさを増してお開ズ拓にり、 一般し消費状付促況者加進向の製品 (直管た形LED照た明
等支け)は付 を く、じ県し外での販路 が業合難致拡 い にある。そのめ、継供続し

援によ 業の を強内イ 、市場連ニー した 価す値の高い商品を提してい
るようにするこ 県 LED関企業の事 大を る。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業 費
2目 中小企業振興費

産業提興課(内線田 7663)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較

目庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

戦営略」推的進な事「環業境経
34， 068 40，403 ム6，335 34， 068 

トータルコスト 37， 967千円(前年度 44， 286千円) [正職員:0.5人]

主な業務内 容 補助金事業の募集・審査・交付・検査事務

工程衰の政策E標(指標) 医療機:u::器、バイオ、 IC丁、環境・エネルギーを次世代の成長産業とするため、
県内 業等に対する支援を行う。

事業内容の説明

事業低炭の素目「環型的境社・経会概営の要]推に進効と果企的業に競取争り力組のむ強た化に向け、 県内中?に小基企づ業く等苦が省エネ及び生産性向上を両立
させる め、省エネ診断 省エネ設備等導入に対して助成を
行う。

2 主な事境内中業対小策内企容設， (1)環 備導入促進補助金 円)
県 業等が省エネ診断に基(3づ3，き96取5千り組む省エネ設備等の導入に対して助成する。

対象事業者 県内中小試企験業研、究県を内目の的一に般設社立団さ法れ人た又者は一般財団法人で、 産業の振興に寄
与する

実施期間 最長12ヶ月(平成28年度新規事業:債務負担行為(平成29年度)) 

対象事業 省エネルギーの専門家による省エネ診断を受診のうえ実施する以下の事業
l 新エネルギー事業

策定した環境経営計画に基づく、太陽熱、風力、雪氷熱、バイオマス、
水力、地熱、温度差等を利用した新エネルギー設備の導入

23 革エ競新X策策争的定レ力定エ-強ししネyた化たル環ョ事環ギン境業境設経経事備営営業の計計導画画入にに基基づづく〈 都市ガス LPガスを利川したコージ

、従企来業設競備争との比強較でエネルギー削減
効果が30%以上で、かつ導入により 力を化する設備の導入

4 
県産策定が品でし省た環エ境ネ事経業営あ計(新画『規に基)づく、 従来設備登とのれ比較でエネルギー鳥削取減
効果 5%以上でる鳥取物がたり』に録さ た製品あるいは
県認定グリーン商品を活用した省エネ設備の導入

補助率等

l一(ただし区規模分企業者 術助率

1/2 
1/2 
1/2 
1/3 

円 業費下限 000千円)
、県(産事品で省エネ事2，業は1.000千円)

採択方法 外部専門家を含む審査会で取組効果の高い事業を採択する。

(2 )審査会等事務費(103千円)

3 これまでの年取度組以状降況、、14改5件善の点省
0平成21 エネ設備等の導入を採択した。識補の助向事上業効者果かもら報は告設さ備れ導て入しによ

るコスト削減、生産効率等の向上に加えて、従業員の環境意 ミる。
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7款商工費
2項工鉱業費
2目 中小企業援興費

平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線:7663)

(単位.千円)

Rオ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

コン援テン業ツビジネ
ス支事 。 4，500 ム4，500

トータルコスト 0千円(前年度 9， 159千円) [正職員:0.0人]

主な業務内 容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成27年度で事業終了。

とっとりバイ基オ
フロンテ補ィア 。 9， 434 ム9，434
金造成助事業

トータルコスト 日千円(前年度 9， 434千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工標程)表の政策目標(指

事業内容の説明

平成 27年度で事業終了。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線:7663)
(単位:千円)

財源内訳
事業名本年度前年度比較 備考

国 庫 訓 告 起 債 そ の 他 一 般 財 源

l地独)鳥取県産業
技術センター運営 777， 3411 733， 2871 44， 0541 1 1 1 777， 341 
事業

トータルコスト 779， 680千円(前年度 735，617千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容交付金の審査・支払、交付金交付先団体との連絡調整など

工程表の政策目標(指標) ー

事業内容の説明

1 事業地方の独目立的行・概政要法人鳥取県産業技術センターの運営に必要となる経費について、運営費交付金

を交付する。また、地方独立行政法人法に基づき、同センターの業務実績に関する評価等を行
うため、鳥取県産業技術センター評価委員会を開催する。

2 主な事業業費務技チJ内Kマ、術イ費廿"サー.(1)運営
ア 349，77

支金援、研究6費l千千、開円円共発) ) 及び技術者育成等企業支援業務並びに組織運営に係る経費
イ人件費 (426.65 

役職員の給与 済費等に係る経費

(2 )評価委員会の開催 (914千円)
評価委員会開催に要する委員報酬及び費用弁償

3 運)業営費車交龍付金の交付ルール

( 1 ・4業刀頁務の効率化:毎年度、運営費交付金(業務費のみ)を前年度比 1%減額する。...務A) 
-組織運営に対するインセンティブ:評価委員会の評価結果を基に運営費交付金(業 費の
み)を前年度比ム2.0%~+2. 0%の範囲で増減する。 … B) 

ι 
※評価が高ければ、 最大で対段(A前階) 評年と価比組の+織l運「O4B営」のに業で対務あす費っる増たイがたン可めセ能、ン2とテ8年なィ度るブ。のの業+務L費O → 平成26年度評価は5 は、 務の効率

化ルールのム1.0%… ァ %…業( B) によ
り、前年度と同額(:t0 %)となる。

(2 )人件費
-予算算定上の定数(役職員58名分)に基づく給与、共済費の計上(県給与に準拠)
-定年退職予定者の退職手当 1名分の計上(平成27年度は該当なし)

4 これまでの取組状況改善点
-平成19年度に地方独立行政法人化し、平成27年度に第3期目に入った。
新たな中期目標の下、県内企業に対する技術的課題解決のための対応強化、関係機関と連携
した新事業創出に向けた総合的支援等に引き続き取り組んでいる。

-平成27年度に交付金算定上の定数を l名増員し、定数日名(役員6名、職員52名)とした}
(単位:人)

予算算定上の主戸数 現 員

H19 (地独化) ~H26 1 H27年度~ I H28. 1. 1現在

ム言+ 57 I 58 I 56 

丙言p工nju鵠島昌一 一一一 5-61---一一一一-5-26---，------吉田5f-(j名失責γ一
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線:7663)
(単位目千円)

事業名 |本年度|前年度|比較
財 源 内 訳

国庫支出金|起債!その他|一般財源
備考

(地独)鳥取県産業
技術センター運営
費補助金(センタ
一利用料減免補助
金)

トータルコスト I5.939千円(前年度 11. 685千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容|補助金交付申請審査、交付決定事務等

5.939 11. 6851 ム5.746 5.939 

工程衰の政策目標(指標)I 一
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

鳥取県産業技術センターの利用促進を通じて、県内製造業の技術力の強化及び製品の高付加
価値化を図るため、センターが小規模事業者を対象に行う利用料等の減免について、減免相当
額を補助する。

2 主な事業内容

鳥取県産業技術センターが県内の小規模事業者を対象に開放機器使用料及び依頼試験手数料
を2分の l減免した場合に、県が減免相当額を補助する。

0所要額 5. 939千円

0減免制度の概要
・減免対象者

県内の小規模事業者(従業者20名以下)
.減免対象とする利用料金

開放機器使用料、依頼試験手数料
.減免率

1/2 

3 これまでの取組状況、改善点

0平成27年4月から制度開始し、県内小規模事業者を対象にセンターの機器利用料及び依頼試
験手数料の減免を行った。

0利用実績(平成27年12月末現在)
機器利用延べ830件 (59社)、依頼試験延べ84件 (26社)

-!;!;-
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

産業振興課(内線:7663)
(単位・千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

輯; 。 800 ム800

トータルコスト 日千円(前年度 800千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表冊目草目標(指揮)

事業内容の説明

酒造プラント整備後から 3年間限りのため、平成27年度で事業終了。

。 18， 673 ム18，673 

トータJレコスト 日千円(前年度 18，673千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容

工程表的政量目標(指揮)

事業内容の説明

平成27年度で事業終了。

警若者; 。 22， 144 ム22，144 

トータルコスト 。千円(前年度 22，144千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表町融制標(指標)

事業内容の説明

平成27年度で事業終了。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1r翼商業費 企業支援課(内線:7658)
2目 商業振興費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

ネ強とっとり企業支連携援 〈雑入〉

化ツ事ト業ワーク 31， 694 33， 271 ム1.577 72 31. 622 

トータルコスト 34， 813千円(前年度 36， 377千円) [正職員:0.4人非常勤職員:4. 0人]

主 な業務内容 会議開催事務、関係機関との連絡調整事務、補助金交付事務等

工程表の政策目標 (jii標) 企業支援体制の充実:企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

事県業企の内業中目的 被業機E 要小企・ 者の にし、とっとり企業 ネトワークを して
いる 関し小が、企規総 つ集制経中を営整的 援対が実施できるよう、支東援中西部ッの圏域別に構支援成ネツ

トふク藷 業の喫検護事ク主椛業成である課藍喜欝署題誌について 昨僻年暗め度醐体新た飢bにこ設醐儲憧をしほた事輔醐明護g引引g引哨l曜継
援滑セン業ターとネ推ットワーク 機必関要が して支成援すを行うた の 制整 図るとともに、円

な事承継を進するために な を助 る。

2 「直皆主一一なv事A川業J内E 容-ー金融ー関とつμ凹一企業支援ネタト嘉ワー義ク管【県長内商工膨匿依田ι勝綱盟噛閣時節句 : 

|ヤ ト輔改善一-3FRi
Lーーーーーー ・--------------------------------------------固・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・岡圃縄開園・・・・・園町...・

事業区分 予算額(千円)
(1)専門支援機関の集約化・機能強化 25， 728 

Oビジネスサポートオフィスとっとりの運営信
オフィス運営費用(使用料・賃借料、通 運搬費、消耗品費等)

6， 462 

0とっとり企ポ業支援セネタット機3ワ名ー能、) クの効果的運用 19， 266 
( 営サ一トンー
経専任コーディネータ一 事務スタッフl名(県非常勤)

(2b語主専審にZ係Eる許z用取p経 裂p費選聖の書補い聖j専門アドバイス コンサルティング 5， 966 

O 業門承家活継 費にの補る承助用継計画 定支援や基本合意形成支援等にかかる

合計 31， 694 

3 これまでの取企組業援機状支援況提、改善ト点OWとっとり ワーク』は、県内中企の する 課題にし、より迅速
に質政の高系い融支 を 供参ネす加ッるため、 機県を含む10の小拡中小業企業た複支援雑化機関で構経営築し、 平対成23年度に民間

府金 関の による20 関の体制に充し

0平成業2県7年引・度継国かぎるの支支らと援は援こセ、機ろよでン関タありを幅ーる集広。と約いも化経密し営に、課連「ビ題携ジし(ネ経なス営がサ改らポ善、ー企、新業トオ事のフ業各ィ展種ス経開、 事業承継等)にも対的新応なすベく、 とっとにり」対を開設専し 設支し
た事行 業営課題して門援
をってい ろ

0事業相談引継対内応訳ぎ支件:援親第数セ4者5ン・件従承タ※業ー継、員の1受3支承件付援継件(状後l数O況件継27(平件承在成継(支27年援当た中1事2月っ業24末て件譲現の、受在手支・)続援譲き完渡、
※ 族一 者(不等に)、 了承(M3継件&計)A画等策)定1等9件)、その他3件
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

企業支援課(内線:7658)
(単位:千円)

事業名 本年度|前年度|比較
財源内訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

事業承継促進事業
(事業承継正規雇I 20， 000 

用奨励金)

トータルコストI20， 000千円(前年度 7，330千円) [正職員:0人非常勤職員:0人]

主な業務内容|奨励金交付事務、関係機関との連絡・調整等

5，000 15， 000 20， 000 

理表の政策目標(指僚|企業支援体制の充実:企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
事業譲渡等の事業承継に併せて、従業員の正規雇用維持を奨励することで、地域の雇用の円

滑な引継ぎゃ維持、技術・ノウハウ等の伝承を図る。

2 主な事業内容 ， 

県内企業を譲渡先とする事業承継(社外への引継ぎに限る)について、譲渡企業の正規雇用
者を譲受企業が正規雇用者として引継ぎ、人材育成等を行う場合、譲受企業へ奨励金を支給す
る。

主な 以下の要件を全て満たすこと

要件 0譲渡企業が県内企業(個人事業者含む)であること。(談受企業は県内外問わない)
0事業引継ぎ支援センターが支援し、マッチング?成立した案件であること。
0譲受企業が譲渡企業の正規雇用者を全て引き受ける(正規雇用する)こと。
。対象となる雇用者は、県内在住者、かつ引き続き県内で就労すること。
0引き継いだ正規雇用者を対象とした人材育成等の取組を実施すること。

奨励金 1. 000千円/人(上限5，000千円)
譲受企業が談渡企業の従業員と雇用契約を締結した日(基準日)から、 6ヶ月経

過後に500千円/人、 12ヶ月経過後に500千円/人を支給

3 これまでの取組状況、改善点
0後継者不在や高齢イに悩む事業者の事業承継支援のため、国の制度を活用し、平成27年5月

に鳥取県事業引継己支援センターを開設し、県内の支援体制を構築。平成28年度からは体制
を拡充し、事業承継支援をより強力に進めていく予定。

[事業承継支援の肉容1
~事業承鍵にかかる普及啓発(セミ

ナ ).事業承継計画の策定.後継
者育成支銀‘ M&A!こ係るマッチン i 

グ等 |とっとり企業支援ネットワーク
下二二二二入 戸二(県内商工団体‘金融撒関等20機関で構成)

事業承継支緩の窓口機能
を県内簡工会産業支緩セン
ター・会B儀所に付加し、全県
体制を構築

0平成27年度実績 :2案件
《実績概要》

・医療・福祉関連の企業グループが、調剤薬局を事業談受(従業員3名を引継ぎ、東部)
・西部地区の食品製造業同士の事業承継(従業員B名を引継ぎ)
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

企業支援課(内線田 76 5 8) 
(単位千円)費興振

費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

ヲ，

備考
訳内源財

較比前年度本年度名業事
一般財源その他国庫支出金|起債

小規模事業者等経
営支援交付金 868， 183 1， 527 866， 656 868， 183 

878， 304千円) [正職員:1.5人]879， 880千円(前年度トータルコスト

主な 業務内容| 商工団体が行う経営支援活動の連絡調整、交付金交付事務(申請書の審査、
交付金支払、事業実施状況の確認)、業務の指導・監督等

企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
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3 これまでの取組状況、改善点
0平成18年度、従前の補助金を交付金化し、各団体の自主性を活かした施策展開や効果的な支援

戦略の立案等を可能とした。

0平成24年度以降、交付金による商工会連合会への職員(平成24~26 ・ 3名)の暫定追加配置や、
交付金化を前提とした「経営力強化緊急支援事業補助金」等による各商工会議所への非常勤職
員(平成24年~:6名、平成26年2月経済対策~:13名)の臨時配置、販路開拓等の取組への事業
費補助など、支援体制の充実を図ってきた。

0平成26年6月、小規模基本法及び改正小規模支援法が成立し、従来の理念「企業の成長発展」
に「事業の持続的発展」が新たに加えられた。法の趣旨に基づき、商工団体は事業者に寄り添
った伴走型支援を行うこととなるが、平成27年度当初予算において定数増による体制強化及び
事業費の増額を行った。
[体制強化研工会商工会連合会3名増、県内4商工会議所 13名増
事業費増 ]平成25年度に創設した「鳥取県経営力強化緊急支援事業補助金」を平成27

年度より交付金化。商工団体が販路開拓や新事業展開などの支援を機動的に実施
できるようにしている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
ーヲ， 企業支媛課(内線:7658)

(単位:干円)

訳内j原財
備考較比前年度本年度名業事

一般財源

中小企業連携組織
支援交付金

その他目庫支出金|起債

98， 678 ム30098， 978 98， 678 

107， 520千円) [正職員:1. 1人]107， 256千円(前年度卜ータ Jレコスト

交付金交付事務(交付決定・実績報告審査・額の確定)、事業実施状況等確認、
中央会との連絡調整、業務の指導・監督等

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
鳥取県中小企業団体中央会が行う中小企業組合等の設立・運営支援、組合・企業連携支援等に

要する経費(人件費、事業費)を助成する。

※中小企業団体中央会の役割
-協同組合等の連携組織を通じて中小企業を経営支援し、産業基盤の底上げを図る。
(個々の中小企業では解決困難な課題を組織の力で解決)
-外部経営資源を結びつけて既存組合を活性化させ、組合傘下の中小企業者の経営力向
上を図る。
・産業構造の変化や高度情報化社会の進展に対応できる連携組織の重要性を普及し、組
織化を促進する。

2 
主な事業内容

《交付金内訳〉 (単位:千円)

区分 1128 1127 比較 備考
交付対象職員

人件費 79，759 79，759 。
[「HH22 78 ]1 11 44 名名

事業 習 1 8 919 1 9 2 1 9 ム300
言十 91L 678 98，978 ム300

》《交付金対象事業丸一ュ

3 これまでの取組状況、改善点
。組合再生支援の充実

平成 19年度に実施した中小企業組合実態調査結果に基づき、「組合活動評価基準」を設定し、
平成 21年度から本基準を導入した新たな組合支援を導入した。個々の組合の実情に対応した
柔軟な支援に取り組んでいる。

0経営力強化の取組
平成25年度より、岡山・徳島両県中央会との問で「災害時中央会問連携協定」を締結し、傘
下組合・企業問の協定締結につなげ、それを契機とした新事業展開など新たな需要創出を目指
す取組を行っている。

O(旧)補助事業費の交付金化
平成 25年度に創設した「鳥取県経営力強化緊急支援事業補助金」を平成27年度より交付金
化し、事業費を増額。新事業創出等を目的とした連携(rあたらしや運動J) の推進や、知的
資産を活用した組合活性化及び組合人材育成をより機動的に実施できるようにしている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

企業支援課(内線:7658)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

自庫支出金 起債 その他 一般財源

商得支圏拡援大事業・需要獲
36， 079 61. 500 ム25，421 36， 079 

トータルコスト 38， 418千円(前年度 63， 830千円) [正職員・ 0.3人]

主な業務内 容 事業者相談対応、関係機関・団体との連絡調整等

工程衰の政策目標(指標) 企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

事業外造獲部事得の環業目境者的向が・概大卸た要きく変売を化事支業援(少者す子、る高サ。齢ー化ビにス伴事う業需者要等のが減、少、 ビジネスのグローバル化商等圏)拡す大るや中需、
製要 、 ・小 更なる成長を目指して行う

にけ取組

2 主な事業内容

事業枠 予算額(千円) 事業概要

調査検討型 4，500 
調査・検採補実助施択討期金件に係額る調3査費用につ(いて補助する
.・ 数間 31，件2Oヶ0程0月度千以円内定(債額務)負担行為:平成29年度)

商圏拡大型 。
調査.・・検補実採討に係額数関るマ552，4件ーOヶ0程ケ0月度千テ以円ィ内以ン(債内グ務費(補負用助担に率行つ為2/い3・て以平補内成助)2 する(交付決定枠のみ)

施択助金期件 9~30年度)

過担行年為度債分務負 31， 579 平成26年成成度、 平度度成採採27年分分度採択分の平成28年度支出見込額
-・平平 26年年 択択 16， 579千円

27fFN'l*:JR:51 15，000千円

合計 36， 079 

3 これまでの取経内組済事状対業況策者、改善点本
平長成志25年度 として 事後押業を創す設、平度成27年度からは県組外を、海択外し展た開にチャレンジする

成 向の県 の取組を しる制としてお件の取 採

支平者援成す28年度より、 展調TP開のP発取を効行組等おをの支う外援と部すす環るる境事。の業変者化のを多踏いま製え造、業県を外対象・海業外種のに需追要加獲し得をより積県極内事的
に ベく、海外外展 、幅広い
業の県外・海
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費 企業支援課(内線:7658)
2目 商業振興費 (単位:千円)

目オ 源 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

まちなか振化興支ビジ
ネス活性 援事 12， 000 12， 000 。 12， 000 
業

トータルコスト 14， 339千円(前年度 14， 330千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 市との連絡調整、申請・報告の審査、補助金事務

工程表の政策目標(指標) 商業・サービス業の活性化(地域3が2事取とり連組携むし賑1わいのあるまちづくりへの支援)
:まちづくりのま体である市町村 た商業(商庖街)・サービス業の
;舌性化

事業内容の説明

事商業の目的・概要
庖街振興組合、中小企業者等が商庖街等において、まちなか振興のために実施する地域課題

の解決に資する事業に対し支援を行う。

[背景]中心市街地など商業集積地域では、店舗閉鎖・移転等により、まちなか過疎ともいうべき
現観象が進行している。商業・居住エリアである、まちなか(商店街とその周辺地域)振興の

点から、地域課題に対応した商業・サービス機能強化や環境整備を図る必要がある。

2 主な事業内容ぷロ〉、
商j苫街振興組等が行う、まちなか振興を図るための事業に対し、市を通じて助成する。

... 対補市補各象市助補助地域
の商!苫街等及び商庖街等と一体性を有する隣接地域

助率対経象等費の 1/2または補助対象経費の 1/3のうち低い額(上限300万円)

事業名 内容 予算額
実補施主体:商庖街振興組解合決、まちづくり会社 等

環境整備等 助対象経要件:地域課題の に宣向けた事業であること。
支援事業 対象 費:施設改修費、広告伝費、イベント開催費など

実施主体.中小企業者 12， 000千円
出庖促進

補助対象要件: (1)家継地商指続域工導性課団費が体題、高のの庖い解継舗と決続改判的に修断資経費さす営、れ指る広た事導告事等業宣業でを伝で受あ費あけるる、こなこ事とどと。業。支援事業 (2 )の

対象経費専門
※「地域課題の解決に資する事業」

(1)商業・サービス機能向上
0空き庖舗等を活用したテナントミックス事業、不足業種・業態の誘致及び出庖促進
0空き唐舗等を活用した買物・グルメ等の情報発信・体験施設、地域資源を活用したまちなか観光
0既存大型庖等との連携事業 など

(2 )生活者・来街者の利便性向上
。アーケード改修(照明、防犯カメラ、バリアフリー化等)
0空き府舗等を活用した休憩施設・トイレ、交流施設・スペース など

(3 )その他まちなかのビジネス活性化を図るために実施される地域課題の解決に資する事業

3 これまでの取組状況、改善点
0これまで国の中心市街地活性化等の各種補助事業の上乗せ補助により商底街の環境整備支援

を実施した。
0まちなか出底振促興進のの観支点援か等ら、各地域の商応街の特性に応じた地域課題の解決のための商業環境
整備や出 、従来の支援では対応しきれていない部分へ対応する。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費 企業支援課(内線:7658)
2目 商業振興費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

商業振興費 5，689 5， 722 ム33 5， 689 

トータルコスト 19， 725千円(前年度 19， 669千円) [正職員:1. 8人]

主な業務内 容 大・規関模係機小売関庖と舗の連立地絡法調整関係、業商務庖街、振中心興市組街合地連合活性会化へ協の議補助会等金へ交の付参画、 市町村

工程表の政策目標(指標) まちなか振興・た商支庖援街を活行性化等につながる取組に対し、市町村と連携して補助
事業等を活用し う。

事業内容の説明

事県業内の商業目者的の・概健要全な育成と振興を図るため必要な調整等を行うための経費。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業区分 内 容 予算額 前年度 比較

大規模小売庖舗立地審 大規模小売底舗の立地の審議に要する経費 210 208 2 
議会費
小売商業活動調整事業 中小小売商業に関わる紛争解決等のための

84 84 。
費 調査、調整に要する経費
中心市街地活性化指導 中心市街地活性化事業に係る事務等に要す 156 155 
事業費 る経費
商底街振興組合指導事 商庖街振興組合の指導や商業者の人材育成
業費 を行う鳥取県商庖街振興組合連合会への補 1， 499 1， 535 ム36

助に要する経費
青年経済団体への加入

査青研年経究済や事団体業のに県企職繭員・実が加施入などし、を協行働う経で調費 468 468 。
その他事務費 3， 272 3， 272 。

言十
L 

5， 689 5， 722 ム33

‘e， 
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

企業支援課(内線:7658)
(単位:千円)

財 j原 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国II支出金 起債 その他 一般財源

地進域支商援事業活業性化促
。 60. 778 ム60.778 

トータルコスト 。千円(前年度 62. 331千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 金心事市市を業町活街の村用地目のし・的策て商定・取庖概す街り要る組の中活む心性商市業化街環を地境図活整る性備。化等基の本事計業画にな対どしにて基市づ町い村てと、協商調庖し街た振上興乗組せ合補等助がを国実施の補、助中

2 主な事階業内容
現段 で国の補助金採択となっている該当事業がないため、事業休止とするもの。

年大日会本部開商中催工国費会ブ補議ロ助所ッ金青ク 。 1. 000 ム1.000 

トータJレコスト 。千円(前年度 1. 000千円) [正職員:0.0人]

主 な業務内容

工程衰の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成27年度事業の終了によるもの。

手・
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

7款商工費
1項商業費 企業支援課(内線 7658)
3目 金融対策費 (単位:千円)

Rオ 源 内 訳
事業名|本 年 度 | 前 年 度 |比較 備 考

目庫支出金|起債| その他 |一般財源

企業自立サポー 〈貸付金元利収入〉

ト事業 1 760， 5711 855， 8081ム95，237 230，3241 530，247 
(制度金融費)

トータルコストI769， 929千円(前年度 865，126千円) [正職員:1. 2人]

主な業務内容|制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定等

四割臨時(指標)I資金調達の円滑化:
中小・零細企業の資金繰り環境の円滑化を図るための資金制度の構築・運営

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

自立型社会への転換に向け、県内中小企業者等の事業の活性化、経営の安定化等に要する資金
の円滑な調達を支援する。

2 平成28年度の主な制度内容
県内中小企業者等の事業の活性化、経営の安定化に資する融資メニューを引き続き運用する。

<小規模事業者向け資金> ※小規模企業基本法制定などの動きをとらえ小規模事業者専用資金を拡充
( 1 )小規模事業者の資金調達を下支え・・・「小規模事業者融資」

[ … : 3.000万円 (…糊帥…策航脚…(伴棚…平刊成
.償還期閑:)運軍転資金7年(据置1年)，、設備資金l叩0年(据置 1年)以内(平成26年度緩済対策(平成2幻7年3月)で延長)
.融資利率:年1.66% (特別利率)年1.4幻3%*最優遇金利".売上等が一定以上減少している場合
争更なる保証料軽減措置(保証料率年O.13~0. 68%)※従前の5割程度にまで保証料を軽減。

<新事業展開を支援する資金> ※保証料引下げや利子補助など新事業展開時の資金調達コストを低減
(2 )起業・創業の推進・・・「創業支援資金」[iι暗沿州……一限帥一度問一額lfIi: 1晴訓億嗣円 一…一……閉恥町…一l叩岬附附町0昨阿附吋一一年削判叩叩(付帽慨t据鵬居闇置

+融資利率.年1.6附6% (特別利率)年1.4必3%，事業承継により雇用を維持する場合
+更なる保証料軽減措置(保証料率年O.21~0. 58%) 
+創業計画策定時の商工団体の指導等を要件として、当初3年間無利子化補助

→※別途、産業振興課「地域創業促進事業」で措置。

(3 )設備補助金との協調による企業の競争力強化に向けた設備投資を超長期で支援
・「新規需要開拓設備資金」

.融資利率 [1叩0年以内〕年1.66 % (年1.43%) [1叩0年超〕年1.87% (年1.60%) I [口口口:柑……限M度問………額骨吋一一…:JJl(訓悶原闘刷E即i

※ ( )内は特別利率・・・県戦略的推進分野に係る事業や業態転換等を行う場合に適用。)
@特別利率の適用を受ける場合、更なる保証料軽減措置(保証料率 年O.23~0. 68%) ) 

(4 )新製品の開発や販路開拓を支援・・・「新事業展開資金J(経営革新貸付・海外展開貸付)

?限度額 1億 円一一)以内問利率年1.43% 
争更なる保証料軽減措置(保証料率年O.23~0. 68 %) 
争経営革新貸付について、県戦略的推進分野に係る事業を行うことを要件として、 5年間0.7%相当額
の利子補助(継続)。うち県版経営革新総合支援補助金(高度生産性向上型)の事業については
5年間1.0%相当額の利子補助(新設)→別途、当課「経営草新企業ステップアップ支援事業」で措置。

(5 )事業承継を支援 (H26経済対策 !H27.3)で拡充)…「新規需要開拓設備資金」・「創業支援資金」
事業承継を契機として雇用の維持・拡大を図る場合に、特別利率(最優遇金利)を適用。

争貸付利率年1.66% (通常)→年1.43% (特別)

<経営改善・再生を支援する資金> ※保証協会に対する損失補償を付し円滑な資金調達をパックアップ
(6 )債権者調整を必要とする経営再生を支援・・・「経営再生円滑化借換特別資金」

.超長期(15年)の{昔換資金である当該資金の取扱期間を1年間延長。
+代位弁済(保証債務の履行)に伴い発生する損失に係る保証協会リスクの 1/2を県が補償

(他の再生支援系資金(経営体質強化資金、再生支援資金)も損失補償付き)

日目



3 各制度融資の融資枠等〔平成28年度新規融資枠 500億円1 (単位:千円)

資 金 名 | 平成28年度当初 | 平成27年度当初
l融資枠 l予算額 l融資枠 l予算額

|企業自立化支援資金 1 1. 000. 000 1 ー 11. 000. 000 1 ー
|中小企業小口融資 1 1. 000. 000 1 3. 520 1 1. 000. 000 1 3. 520 
|小規模事業者融資 1 3. 000. 000 1 9. 676 1 2. 000. 000 1 6. 451 
|創業支援資金 1 3. 000. 000 1 8. 640 1 2. 000. 000 1 5. 303 
|新事業展開資金 1 2. 000. 000 1 .7. 830 1 2. 000. 000 1 6. 255 
|新規需要開拓設備資金 1 4. 000. 000 1 11. 925 1 4. 000. 000 1 11. 925 
|経営体質強化資金 1 11. 000. 000 1 43.065 1 13.000.000 I 50.895 
1担持安定支援借換資金 1 9.000.000 1 42.752 1 10.000.000 1 47. 5021 

た定化対策資金 1 100.000 1 353 1 100.000 1 353 
E営再生円滑化借換特別資金 1 8. 000. 000 1 36. 000 1 7. 000. 000 1 31. 500 

ぷ〉、
[ 言+

4 これまでの取組状況、改善点

400. 000 I ー 1 400.000 1 -
6000. 000 I 23. 490 I 6. 000. 000 I 23.4… 
l. 000. 000 I 4. 242 I 1. 000. 00o I 
500. 000 I 2. 363 I 500. 000 

5O. 000. 000 I 193. 856 I 50. 000. 000 
一I 336.391 I 一
一I 230. 324 I ー

T門市τ市 豆.000.亙

地域経済に大きな影響を及ぼす世界的な金融危機や経済情勢の変化を受けて、厳しい経営環
境にある県内中小企業者の金融の円滑化を図るため、資金繰り緩和やニューマネー資金の供給
など、臨機応変な金融対策を実施してきた。

・平成21年度9月補正予算
リーマンショックからの受注回復期におけるニューマネー資金需要に対応するため、セーフティ
ネット保証を活用した「経営活力再生緊急資金」を創設。
〔使途.運転・設備期間:10年(据置3年)以内限度額:8千万円金利:年1.43%J 

・平成23年度当初予算
景気対応緊急保証終了<H23.3末)後の円滑なニューマネー供給環境を整備するため、「経営活力
再生緊急資金」をリニューアルして、セーフテイネット保証(業況悪化業種)から外れる中小企
業者も融資対象とする「経営活力強化資金」を創設。
〔使途:運転・設備期間:10年(据置3年)以内限度額:8千万円金利:年1.43%J 

・平成23年度9月補正予算
県内大手企業の事業再編(三洋CE)の影響を受ける中小企業者の資金需要に対応するため、
「地域経済変動対策資金」を創設。
〔使途:運転・設備・借換期間:10年(据置3年)以内限度額:2. 8億円金利:年1.43 %J 

@平成24年度6月補正予算
金融円滑化法の終了を年度末に控え、経営再生に向け取り組む中小企業者等を支援するため、
超長期の「経営再生円滑化借換特別資金」を創設。 I

〔使途:借換期間:15年(据置 l年)以内限度額:2.8億円金利:年1.60%J 

・平成25年度2月補正予算(日本再興戦略、消費税率引上げへの対応など)
・小規模事業者や創業者に対する支援として、更なる保証料の引下げを実施。
・新たな需要獲得のための業態転換・商圏拡大などを支援するため、設備投資を後押しする超長期
資金「新規需要開拓設備資金」を創設。

-セーフテイネット保証 (5号)の指定業種が縮小される最中、全業種対応のニューマネー資金
「経営活力強化資金」の対象者を拡大し、「経営体質強化資金」としてリニューアル。

・消費税率引上げ影響への対応として、地域経済変動対策資金に対応枠を設置。

・平成26年度2月補正予算(小規模企業基本法、国の緊急経済対策への呼応、円安対策など) 1 
・小規模事業者の資金調達の下支えのため、「小規模事業者融資Jを常設化するとともに、制度を
拡充(限度額の拡大、償還期間の延長。)。

・創業を推進するため、「創業支援資金」を創設 (r新規参入資金」から独立設置)。
〔使途:運転・設備期間:10年(据置2年)以内限度額:1億円金利年1.66%J 

・円安・原材料価格高騰影響への対応として、地域経済変動対策資金に対応枠を設置。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費 企業支援課(内線:7658)
3目 金融対策費 (単位.千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

信用保証料負担
軽減補助金 289， 664 248，743 40， 921 289， 664 

トータJレコスト 292， 783千円(前年度251， 849千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書審査・補助金交付決定など

工程表町田量目標(指揮)
資中金小調達零の細円企滑業化の:資金繰り環境の円滑化を図るための資金制度の構築・運営

事業内容の説明

事業の目的・概要
企業自立サポート事業(制度金融)では、制度利用者である中小企業者等の負担を軽減するた

め、信用保証料率を鳥取県信用保証協会(以下「保証協会J)の基本料率より低く設定している。

これによる保証協会の減収相当額について、補助を行う。

2 主な事業内容

区 分 基本 事業者 補助率 対象資金

料率 負担

一般資金 0.45% 。目 45% 0.07% 企業自立化支援資金、企業立地促進資金

~ 1. 90% ~ 1. 45% ~O. 45% 
通常 0.45% 0.45% O. 15% 経営体質強化資金、経営安定支援{昔換資金、経営再

戦略 ~ 1. 90% ~ 1. 08% ~O. 82% 生円滑化{昔換特別資金など

資金 特例 O. 45% O. 21% 。目 22% 創業支援資金、新事業展開資金、新規需要開拓設備

~l. 90% ~O. 68% ~ 1. 22% 資金(業態転換等) など

小規模資金 0.45% O. 13% 0.22% 中小企業小口融資、小規模事業者融資

~2. 20% ~O. 68% ~ 1. 42% 
ー小規模企業基本法制定やリーマンショック後の新事業展開支援等のため更に引下げを実施した部分

例)戦略資金(特例)の補助率

保証料区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ③ ⑨ 

基本料率(%) 1.90 1.75 1.55 1.35 1.15 1.00 0.80 0.60 0.45 

事業者負担(帖) 0.68 0.64 0.59 0.54 0.49 0.45 0.40 0.30 0.23 

県補助率(%) 1.22 1.11 0.96 0.81 0.66 0.55 0.40 0.30 0.22 

3 これまでの取組状況、改善点

0保証料の基本料率は、中小企業者の経営状況に応じて 9段階に設定された全国統一の料率を

適用している。

0県の制度融資においては、従来から全資金を対象に独自に保証料の一部を補助し中小企業者

の負担軽減を図ってきた。

0更に近年の小規模企業基本法制定や地方創生の動きを捉え、小規模事業者、創業者、新事業

展開に取り組む者等に対し、 2段階目の保証料引下げ(従来の約 5割程度にまで引下げ)を

行い支援を強化した。

0県元気づくり総合戦略においても、創業や事業承継、新事業展開等の取組を一層促進してい

くこととしており、創業者や地域の雇用を支える小規模事業者等に引き続き積極的な支援を

行っていく。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費 企業支援課(内線:7658)
3目 金融対策費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

信用保証協会出
1. 500 1， 500 。 1， 500 

摘金

トータルコスト 2，280千円(前年度 2， 277千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 出摘金申請書の審査・支払い

工程表町田制揮(指揮) 資金調達の円滑化:
中小・零細企業の資金繰り環境の円滑化を図るための資金制度の構築・運営

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県信用保証協会(以下「保証協会J)の経営基盤強化を図るため、保証協会の基金に対し

て出損する。

2 平成28年度出摘金額の算出
平成 18年度以前に保証承諾された経営安定関連保証(セーフティネット保証)の代位弁済に

係る保証協会のリスク負担分(代位弁済額の4%)の2分の l相当額 (2%)を出摘する。

代位弁済見込額 (63，935千円)の 2%程度 1. 500千円

[イメージ図]
保険填捕手事20%

中小企業信用保険(日本政策金融公庫) 80% 全国信用保証 県 保証
協会連合会の 出拐 協会
損失補償 負担

16% 2% 2% 
保証協会の代位弁済

3 これまでの取組状況、改善点
昭和 23年の保証協会設立以来、園、県、市町村及び金融機関による出拐等により財務基盤を

強化し、その信用保証機能の充実や中小企業者等への資金供給の円滑化を図ってきた。
その後、長引く景気低迷による中小企業者等の経営環境が悪化する中、貸し倒れリスクの全て

を保証協会が負うセーフティネット保証に対し、平成 15年度に本出損制度を設けた。

[出摘実績の推移]
平成27年度(見込) I 平成26年度 平成25年度 平成24年度

1. 500千円| 。円| 1. 584千円| 2. 895千円|

ハ
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平 成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費 企業支援課(内線田 76 5 8) 
3目 金融対策費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名|本年度|前年度|比較 備考

自陣支出金|起債| その他 |一般財源

(新)異常気象
.雪不足特別対
策事業

14， 300 01 14，300 

トータルコストI15， 080千円(前年度 O千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容|制度設計、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定等

工程初防目標(指標)I資金調達の円滑化

14， 300 

中小・零細企業の資金繰り環境の円滑化を図るための資金制度の構築・運営

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

今冬初めの異常気象・雪不足の影響を受け、スキー場周辺の旅館などを中心に著しい売上げ減
少により経営の安定に支障が生じることが懸念されることから、県内中小企業の資金繰り特別対
策を実施する。

2 事業内容
平成28年l月に発動した地域経済変動対策資金(異常気象・雪不足対策枠)の融資を受ける者

のうち、スキー場周辺の旅館など特に影響が大きい者に対して市町村が利子補助する場合、当該
市町村に対して補助に要する経費の一部を負担する(市町村への間接補助)。
0限度額.市町村が補助する額の 1/2以内 O期間・最長3年間

(参考) r地域経済変動対策資金J(異常気象・雪不足対策枠)の概要
0資金概要 地域経済に大きな影響を及ぼす経済変動事象の発生時に、事象等を指定し

機動的発動を可能とする資金
0対象者 H27冬期異常気象・雪不足の影響を受け、売上高等が著しく減少している者
。利 率 年1.43% ※県制度融資の最優遇金利
0資金使途 運転資金、設備資金又は{昔換資金
0融資期間 10年(据置3年)以内 O限度額 2億8千万円 O融資枠 20億円
。保証料 年O.23~O. 68% 

※消費税率引上げ対策、原油高騰対策並みの特例保証料率=県独自に2段階の引下げを実施
基本料率 (0.45~ 1. 90%) ~制度料率(通常) (0. 45~ 1. 08%)司特例料率 (0.23~0. 68%) 

O取扱期間 平成28年l月初日~平成28年3月31日

3 これまでの取組状況、改善点
0緊急に資金繰り対策を実施するために平成27年度当初予算を活用し、地域経済変動対策資金(異
常気象・童手不足対策枠)を発動した(平成28年 l 月 26 日~)。

0今後の経済変動事象発生に備えて、平成27年度臨時議会において融資枠を増額することとし、
これに伴う利子補給金及び信用保証料負担の軽減のための補助金を培額措置した。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

企業支援課(内線:7658)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

備[(債新資金務)貸負地付域担総事行業為合整] 。 。 。
ドータルコスト 0千円(前年度 O千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 融資申込み手続き、融資先企業・地域総合整備財団との調整など

工程表の政策目標(指標) 資金調達の円滑化:経済情勢や資金ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

事業の目的・概要

地域振興に資する民間投資を支援するため、一般財団法人地域総合整備財団(ふるさと財団)

の総合的な調査・検討の結果に基づき、ふるさと財団を経由し、民間事業者に長期の無利子資

金(地域総合整備資金(ふるさと融資))の貸付を行う。

2 事業内容

ニ洋製紙株式会社のバイオマスボイラー導入に当たり、必要な資金の貸付を行う。

〔貸付額〕 上限 21億円 ※貸付対象事業費(補助金額を除く)の 35%

(債務負担行為 (~H29年度))

〔貸付時期〕事業完了後、貸付実行(平成 29年 3月頃) 〔償還期間J1 5年

〔対象事業概要〕

エネルギーの安定調達を目的として、重油から燃料転換を図るためのバイオマスボイラーを

建設。発電設備を併設し、固定価格貿取制度を利用した売電事業も実施。

0事業業場所 三洋製紙(株)本社敷地内(鳥取市古市)
0総事費 69. 4億円
0事業内容
(1)設備規 (ボイラー)導入

ア 模:蒸発量70t/h イ材発電能力:16， 700kW 
ウ 燃料:PKS (ヤシ殻)、未利用 、リサイクル材、一般木材

(2 )発烏電設備工事(受電設備設置、鉄塔柵改造など)
(3 ) 取港整備線 (燃料ヤード整備・防風 設置)
(4)配管・配工事、土木工事など

0。雇用増 7人
工事期間 平成 26年 9月~平成 28年 12月頃

0運用開始 平成 28年 12月頃

〔事業の特徴〕

(1)山村部での雇用確保をはじめ木材の安定供給に向けた体制整備など、林業、木材産業の活

性化への波及があり、地域産業の振興に資するものである。

( 2 )環境調和型社会システムの構築に向けた産業分野における先導的プロジェクトである。

(3 )再生可能エネルギーの導入による環境負荷低減に効果がある。
O(参考)再生可能エネルギーの導入目標(とっとり環境イニシアティブプラン(H22~26))への寄与度
再生可能エネルギー全体で97，158kw，うちバイオマス12，198kwの導入目標に対して当事業で16，700kw増

3 これまでの取組状況、改善点

0地域総合整備資金は、地方交付税措置などによる総務省のパックアップのもと、地方公共団体が地域

振興に資する民間投資を無利子融資により支援する制度であり、これまで大規模工場立地や公共交

通機関整備など地域への波及効果の高い多種多様な事業を採択してきた。
く〉融資実績 -件数 12件 -設備投資総額1， 466億円 -融資額 135億円 -雇用増1， 577人

0近年県した内環で1は、鳥和取型のエコシススタテイムルづ確く立りがに進向めけら、未利用問伐全材庁の挙有げ効てバ利ッ用クなアどッ里プ山しの地域資源を
活用 境調型の社会 れ、県でも ている。
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企業支援謀(内線:7658)
(単位:千円)

財 j原 内 訳
事業名 |本年度|前年度|比較備考

l国庫支出金|起債| その他 |一般財源

金融対策費 2. 297 2. 452 ム155
〈使用料手数料〉

15012.147 

"トータルコストI5. 416千円(前年度 5.558千円) [正職員:0，4人]

主な業務内容|貸金業者の登録・監督、割賦販売業者の監督、企業自立サポート融資の周知・
関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)I 一

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
貸金業法及び割賦販売法に基づき必要な指導監督事務等を実施する。

2 主な事業内容

(1)貸金業監督等事業 (540千円)
県知事登録貸金業者に対して、業務報告の提出を求めるほか、法令の施行のため必要により

報告の徴収や立入検査等を実施する等の監督事務を行う。
・県知事登録貸金業者 :4業者(平成27年12月末現在)

(2)割賦販売業監督等事業 (410千円)
前払式特定取引業者及び個別信用購入あっせん業者に対して、法令の施行のため必要により

報告の徴収や立入検査等を実施する等の監督事務を行う。

[前払式特定取引]
消費者から毎月一定額を積み立て、満額時に商品又は特定の役務を提供する(友の会、冠

婚葬祭互助会)。監督対象は県内 2業者(所在地主義)0 (平成27年12月末現在)

【個別信用購入あっせん]
業務提携先の販売業者から商品購入等を行った消費者とその都度立替払契約を締結し、販

売業者に立替払いを行った後、消費者から分割で代金を受領する。監督対象は全国153業者
(被害地主義)0 (平成27年11月末現在)

(3 )金融関係事務費(1.347千円)
企業自立サポート融資の制度案内の作成、関係機関との調整・会議等に要する経費。
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事業名 本 年 度 前年度
財源内訳

備 考比 較
目庫支出金起債その他一般財源

総鳥取合支県援版経事業営革新 く雑入〉
1. 521， 752 400， 070 1. 121. 682 10 1，521. 742 

トータルコスト 1， 524. 091千円(前年度 402， 400千円) [正職員:O. 3人、非常勤職員0.8人]
従事する職員数 鳥取県版経営革新計画の認定、補助金の交付決定・支払等

工程表の政策目標(指標) 経県営内革中新小企計業画者達成の経企業営割革新合支の援増加:県内中小企業者の経営革新計画承認件数及び

事業内容の説明

1 県値事化業内の目的・概規共模要に
を中小・小 事業生産者性の新向上商品・サる企ービス競開発争等力の化チャレンジを促進し、県内産業の高付加

価 図ると 、 によ 業の 強を図る。

2 主な事企「業業成内容成小の や経営戦略にじて の「ター や業拡を
目指中すも 長制・長拡を段見大階型直」 に加え、 大ト応幅型な生産、び性小「規高向模上事等生業を性向目指向けす 「ス高度生産ト性雇型」向上事善型」をを新大進等設すする
ととに、度 し「スター 」及 度産 上型」により用改 促 る。

(効高率国度化内生や外産管の性理需向コ要上ス獲型得トの金に概低向要減け)等たにサよーるビ企ス業開の発競や争生力産強プ化ロをセ図スるの。改善等に資する設備投資を支援し、

区分 スタ ト型(県版経営革新) 成長・拡大型(法承認経営革新) 高度生産性向上型
対象事業 小た規な模取事t業者を中心とした スタ ト型からのスアップアyプ

サ発る牛ー・プ産ビ1ロ件ス~セ開向2ス発上年改の・以試善取内作等組品に開よ新 組等 や事業拡大型の新たな取組等

計画期間 1~2年以内 3~5年以内
補助Blll度額 500万円 1.000万円 1.000万円
メュ 企業が経営 =商Iに応じて1つ以上のメュ を選択

; 商補助品率開・限発度等 1/2・500万円 1/2・1.000万円』栢

正奨励規規雇用

補助率・限度額 10/10・500万円 10/10'1，000万円
高度な人材育成を伴う場合 高度な人材育成を伴う場合

70万/人 70万/人
上記以外 50万/人 上記以外 50万/人
*現行ー律l∞万 *現行一ー律100万

品護主
300万円2*/現3行5∞万円

掛韻
10020/万3円

2年以内 2年以内
2回(設備投資は1回) なし 1回

*現行無制限
実施主体 商工団体 県(商工団体で怒口審査) 商工団体

平交成付2決8定年枠度 750，000千円 145，000千円
スタ(5ー件ト型程の度範を囲想内で定実)施

(債務負担行為 H29-H30年度) (債務負担行為 H29-H31年度)
平成28年度 C企業補助金 1，365，凹日千円 0企業補助金 145，000千円
予算額 0。商非工常団勤職体事員務人費件費 9，234千円

2.518千円
合計1.521.752千円

3 O企こ中れ業小新ま・で事規小化の業規取活、模組動建事状促物業況進の者新、法へ改増にの善基設利点づを便‘可く性承と向認す上のるを等2図つ制る度のた制をめ度見、直と2各し7年々た度関。か連らす県る版支経援営制革度新を計統画合のし認、定非正と規中雇小

用の正

0業結の果新、事県業内展企開業へのの経意営欲革が新高のま取っ組てはい1，るO0。0件(旧制度含む)を突破する等、 かつてない程県内企

0雇県用で創は出鳥に取向県け元て気、づ28く年り度総か合ら戦制略度にを当見該直事し業、引を続位き置県づ内け事、業更者なのる経県営内革事新業の者取へ組のを浸促透進やす正る規。

企業支援謀(内線:7658)

(単位:千円)
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財 j原 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

自庫支出金 起 債 その他 一般財源

経営革プ新ア企業プ支ス
フ援ー事ツ業 ツ 2， 175 2， 100 75 2， 175 

トータルコスト 2，955千円(前年度 2，877千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務

工標程)表の政策目標(指 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援

事業内容の説明

1 が事経必業営要のな革目企新的業計等画・概に(要対法承し、認資及金び調県達版コ)スの取トの組軽に減おをい図てる、こ事と業で拡安大定等的のなた事め業金運融営機を関支か援らすのる融。資

2 主な事自業立内容ポ
企業 サート融資(新事業展開資金(経営革新貸付))への利子補助

営た事経革業営新に革計取新画組貸あむ付る企のい業利はに用県対者版しの経て営う、ち革設、新備県総資経合金済支及再援び生補運成助転長金資戦<金略高の度に支定生払産め利性る息戦向の略上一的型部推>を進の助分交成野付す決にるか定。かを受る経け

補助対象者
計の県交画経あ、済・る再定い生をは受成県長け版戦た経取略営組に革定を新行め総うる合経戦支営略援輩的補新推助貸進金付分<の野高利に度用か生者か産る性経向営上革型新> 

利子補助率
年※50高年7度間%生(債産性務(貸負向付担上利行司率自為の1取43組H%は2/9更~年Hに当033年30%.度7若手3)加%算に軽し減年)1.0%を補助

身事量
新規※※分経高営度2，革生17新5産千性計円画向上(既型存(分拡) l1 ，O15205千千円円 ((510件件分分)) 

桝)宮i(語融古銭資車利慰高率j)霊年古喜里1必宣43告ZE官Z制(保E品証F吉料弘Z率告)を含年書必密o要n資なz限~資度0金劃8を8第
県 金l融億機円関が融資。

30平生これ成まれ24でて年のお度取のり組、県状多版況額経、の営改設革善備新点投制資度やの大開き始な後雇、用県等内を企伴業うの事新業たもな現ビれジてネしスチャレンジが数多く
ま 当る。

OFZ諜iii器搭鱒嬬謹静jj群集開速等化国県内図外新る 」 化の
併加を しのに

せて、
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《
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財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

〈雑入〉
経営革新支援事業 55. 106 80. 218 ム25.112 10 55. 096 

トータ Jレコスト 66. 023千円(前年度 91. 089千円) [正職員:1. 4人非常勤職員:0.8人]

主な業務内容 経営革新計画の承認・フォロ一、補助金の支払、企業表彰の審査・実施等

工程表の政策目標(指標) 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等の支援

1事て新業事県f計内S業附両容取の産刀の締業承目説的認の明高を結視付受要加け晶た価僻事鶴化業をを欝対図る象たとめRしEて正県実内施中す校'るI企.長業が持県の承認を受けた経営草衛計画に某づい
については平成26年度までに経営革

中小企業新事業活動促進法に基づき中小企業者が作成する、新事業開発や新たなサービス展開等の
取組と具体的な数値目標(付加価値額:年平均3%以上、経常利益.年平均 1%以上)を含んだ中期
(3 -5年)のビジネスプラン

2 主な E士号 f単位千円)
予算額 内容

経営革新ヨ援補助金 7. 124 

経営皇助蓄を助室率量成業計すA器1/2る以.F官内F官、F主実る施闘鴻期承間認5企2最業う歩マ ケ説ン
グ戦 販路関係

経営革新大頁 1. 140 
な例企集経営業を作革を成新知す事計る画表。終彰(了し審企、査業受員賞の報企う酬業ち、、の副経取賞営組、のを事紹向例介上集がす作顕成る著事) 

経営革新計画審査会 324 外部(審審査査員員のによi酬り)客観的で専門性のある審査を行
う。報

経励金営革新正規雇用創出奨 44， 000 
経数営革新計画の円承1)人認当を日た支時給り点最すか高るら。1純00培万した正規規雇雇用人後 分について、 円(正 用
6月ごとに50万

非常勤職員人件費 2， 518 
画の経支人援件営費事革、新業共正等済規の費雇業。用務創に従出事奨す励金る及非び常県勤職版経員営(革1新名計) 

言十 55. 106 

3し平て平営ζれ成支成革援新ま1幻7年で年総しののて合度取中き支か姐小た援ら核企.事は問業業新、改事善業点活班促進法の施行以来、 県内中小企業の経宮革新を商工悶体と連携

と県し版て経中営小革企新業と者法の承経認営経革営新革へ新のに取か組かをる総支合援的施に策支を援統し合てしし、鳥取県版
経 3る。
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7款商工費

2項工鉱業 費 企業支援謀(内線:7658)
2目 中小企業振興費 (単位:千円)

目オ ;原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

鳥事取業県版経営革新支援
245. 000 461. 035 ム216.035 245. 000 

トータルコスト 245. 780千円(前年度 461.812千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金支払事務、相談対応等

工程表の政策目標(指標) 県内中版小経企営業革者新のの経推嘗進革新計画承認件数及び経営革新計画達成企業割合の増
加、県

事業内容の説明

1 事模業の憲章目的取麟度梅要盟「烏経国路を塁与す中主合 手細企喜のチャレンジ皇室本施撃事すするため、県の認定を受 にいてる経革の取をる。

年平度成まで2に7県年烏 県の版 新取営県計革画新版経計画営革の新認総定を施支受援け事た業企」業のを新創対設象にと組伴してい、実 業る。については平成26

2 主な県事上中業企内容業鳥県内 小が 者取県(全版ての業革種新が対象)が策定認定する新たな取組に関す経る 1~2 年しの短経期営革計画新につ
いて、 『 経営 計画』として し、取組に要する費を助成、 への
意欲向を図る。

( 1 )宮世出荷

長ESZF伶 Z業実浪績申請ザ他出企~業稿E数21t(述iZmべ惣}塁肉君主百禽星雲お手門戸品特P万ー千亨円賀蕃。。τ一
320社支給人数:611人

(2 )法認定経営革新計画と皐塁塁堕経営革新計画の制度比較
法認定経営草新計画 鳥取県版経営革新計画

3~5 年の計画であり、付加価値 1~2 年の計画であり、付加価値額、
額年率 3%以上及び経常利益年率一L経常利益、売上のいずれかが増加し、

認定要件 新%以上が向上し、当該企業にとって 当謹企業にとって新たな取組であるこ
たな取組であり、ビジネスを展開 と。

するエリアにおいて相当程度普及し
ていないもの。

3 これまで業。社ののを取経大組営き状革く況新上、の回改取る善組8 点0県富企 は、平成24年し度たから実施した鳥取県版経営革新制度によって、当初
目 600*:1: 'ã::*~ < J:e19 881社を認定

0平成27年制度度からは、 鳥連取す県支模版援事経営施業策革者新統計経画合営の認定合と中小企業化総新事た的業「活鳥支動促進版法経に基づく承認支援の
2つの と各々関 る を 、総新メニューし 援取県し 営革新総合
事業」として、中小・小規 の 革への取組を合に ている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2J頁エ鉱業費

2目 中小企業振興費

財
事業名 本年度 前年度 比 較

目庫支出金

企業支援課(内線 :7658)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

経営改善設備投資
支援事業 52， 208 309， 934 ム257，726 52， 208 

トータルコスト 54， 547千円(前年度 312，264千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内 容 商工団体調整、補助金交付事務、進捗管理等

工程表の政策目標(指標) 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援

事業内容の説明

事業の目的・概要
鳥取県版経営革新計画の認定を受けた中小・小規模事業者を対象として、経営改善や成長分

野への新事業展開に必要な設備導入を支援し、競争力強化や雇用の維持拡大を図る。
平成27年度の「鳥取県版経営革新総合支援事業」創設に伴い、本事業については平成26年度ま

でに鳥取県版経営革新計画の認定を受けた事業者を対象として実施する。

2 主な事業内容 (経営改善設備投資支援補助金)
対 象 者 (1)県版経営革新計画の認定事業者(全業種対象)

(2)県版経営革新計画の数値目標等を達成又は達成が見込まれること
(3)雇用の維持または増加を前提とした事業計画を有すること など

補助対象事業 (1)事設県業備経展投済開資再を生伴成う長経戦営略改l善・向上の取組(生産性やサーヒヌレベル向上)
(2) こ定める戦略的推進分野及び再生戦略分野に係る新

補助上限額I f再 般型]3，0肝円 (の※経酷帯I掘陸及効削果が型認はめ先ら進れ的るなも技の術等開を発対を象問備投資や 疋

生成長戦略型]10，000千円
補 助 率 2/3以内 |補助 期間|最長 12ヶ月
補助対象経費 設備(生産性・サピスレへVレ向上又は新事業展開に必要な建物・機械装置、工具器

具、備品、システム)の購入、改修、リース費用等

[予算額】
H27年度交付決定分のうち28年度執行分(補助期間:最長12ヶ月) 52， 208千円

3 これまでの取組状況、改善点
0平成25年度2月補正で制度創設後、 343件 (8. 3億円)の設備導入事業を交付決定し、

中小企業の経営効率の向上や雇用拡大に向けた取組を支援した。

0中小規模事業者の設備投資については、引き続き「鳥取県版経営革新総合支援事業」において、
支援を実施する。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項エ鉱業資
2目 中小企業振興費

企業支援課(内線:7658)
(単位:干円)

訳内i原財
備考較比前年度本年度名業事

一般財源その他目躍支出金|起債

4，850 

{雑入〉

150 ム445，044 5，000 

ワクワク商品開発
支援事業

~トリ・オープ
ン・イノベーショ

〆~

7，374千円) [正職員:0.3人]7， 339千円(前年度トータルコスト

等事業委託先選定、商品開発県内企業募集、商品開発支援主な業務内容

県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等の支援工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
商品開発後の販路開拓に課題を抱える企業が多い中、社内の知恵のみならず、全国の生活

者の多様な知恵も活用しながら「共創」による全国・海外向けの商品づくり及び販路開拓に
取り組む県内企業をアイデア面からバックアップする。

を
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f.1Il守する生活者め想い1
・贈収擦の池減経済l'i!i住{じに協力したい 1
・自分が関わる商昂がg;:まれたら鑓レい l

fS加#婁のメリット1

・往ぬでは発想レなかっだ新高島づくり
幽新福島や8社の底知・ファンづくり

3 これまでの取組状況・改善点
0平成27年度は県内企業6社が参加し、全国から 1，500件以上の新商品アイデアが寄せられた。
Oこれまでに、ネーミング及びレシピのアイデアを取り入れた薄切り餅「毎日がもちょうび」が

誕生し大手ネットスーパーの販路開拓に成功した他、次なる新商品も今春に誕生予定である。
O全国初の取組みが評価され、全国知事会から「先進政策大賞」、日本デザイン振興会から r201
5グッドデザイン賞」を受賞し、本県のPRにも繋がっている。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

工
工

商

目項
2

款
2

?
'
 企業支援諜(内線:7658)

(単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財源内訳

目庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

鳥取県中小企業近
代化資金助成事業
特別会計への繰出
金

トータルコストI9，828千円(前年度 18， 319千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容|中小企業近代化資金助成事業特別会計への繰出事務

9，048 17，5421 ム8，494 9，048 

工程表の政策目標(指標)I 一

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
中小企業近代化資金助成事業特別会計において、高度化資金貸付や事業運営に要する財源を一

般会計から繰り入れる。

2 主な事業内容

(1)中小企業高度化資金貸付事業費 (4，924千円)
中国ガス事業協同組合への高度化資金貸付に係る県費負担額を繰り出す経費。

(2)貸付事業運営費 (4，124千円)
貸付及び債権管理回収等の運営費を繰り出すための経費。

3 これまでの取組状況、改善点
旧「小規模企業者等設備導入、金助成法J(H 26年度末で廃止)の規定に基づき、中小企業

近代化資金助成事業特別会計へ貸付事業等に必要な経費を一般会計から繰出している。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1:I頁商業費 通商物流課(内線:7659)
2目 商業振興費 (単位:千円)

財 j原 内 訳
備考較比前年度本年度名業事

一般財源その他目庫支出金|起債

運輸事業振興助成
事業 96. 832 98. 628 ム1.796 96. 832 

トータルコスト 99. 171千円(前年度 100.958千円) [正職員:0.3人]

主な業務内 容 補助金の支出、補助金支出団体との連絡調整等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

2 

事業の目的・概要
(一社)鳥取県トラック協会が行う交通安全対策事業や環境対策事業など、県民が便利で安

心な生活や産業活動を営むうえで効果の高い事業に要する経費を補助する。
なお、平成23年8月に「運輸事業の振興の助成に関する法律」が公布され、法に基づ、いて

トラック協会に交付金を交付することが都道府県の努力義務となった。

3 これまでの取組状況、改善点
・本事業は県民生活、産業活動を支えるトラック輸送の交通安全対策、環境対策等に活用され
ている。平成26年には全国トラックドライバーコンテスト「女性部門」において、鳥取県代
表者が優勝するなど、県内トラックドライバーの技能向上にも成果を上げた。

・トラック運送業界の適正化、交通安全意識の向上等に成果をあげているが、ドライパー不足(特
に若手・女性)など業界全体が依然として厳しい環境にある。

・平成28年度は、人材確保対策として大型・中型免許取得費用助成を拡充するとともに、事故
防止対策として新たに運送事業者を対象としたセミナ一等を開催する。

(参考)運輸事業振興助成補助金制度のスキーム
【根拠法令・運輸事業の振興の助成に関する法律】

(公社)全日本トラック協会
各都道府県

トラック協会

E主コ
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1J買商業費 通商物流課(内線:7659)
4目 貿易振興費 (単位.千円)

財 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

環日本海圏航路就
航奨励事業 37， 100 35， 100 2，000 37， 100 

トータルコスト 42， 559千円(前年度 40， 536千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 補助金支出団体等の調整、補助金支払・確定事務等

工程衰の政策目標(指標) 境港の物流拠点化:境港コンテナ取扱量増加
(貨物取扱量 目標5，200千トン、コンテナ取扱量 目標21，900TEU) 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
境港~東海~ウラジオストクを結ぶ環日本海定期貨客船航路の定期運航を維持し、インバウ

ンドの増進や県内企業の貿易促進等に資するため、境港~東海間の運航経費の一部を助成する。
<助成理由>
-日韓露を短時間かつ定時に結ぶ航路は、インバウンドや県内企業の販路拡大等、海外需要を地
域経済に取り込む貴重な海の道であり、境港のゲートウェイ機能の向上に不可欠である。

• 2 0 1 5年に航路で来訪した外国人旅行客は、過去最高の約 l万3千人に達し、経済波及効果
は約 5. 5億円に及ぶと試算される。

-他港でも環日本海フェリー航路開設に向けた活発な動きがあり地域間競争が激化している。

2 主な事業内容
環日本海定期貨客船航路の運航経費を助成する民間団体に対して、地元自治体と協調して支

援を行う。
事業主体 環日本海経済活動促進協議会

協 補助対象 境港一東海聞の運航経費のうち固定的経費の 1/10を助成
議↓
会運 1往復当たり1， 000千円を上限

f抗 名市 助
dτE込え 限度額 運航回数に基づき助成(週1回運航・年間 53往復を想定)
社

県 助成内訳 助成総額を県と地冗自治体が7対3で負担
(地元自治体とは中海・宍道湖・大山圏域市長会)

地
元↓ 補助金額 37， 100千円 (35，100千円)
自協 <全体事業費>1， 000千円(上限)/往復X53往復(週l目運航)=53，000千円
治議 うち鳥取県 7/10 (負担割合) =37， 100千円
体会 うち地元自治体 3/10 (負担割合) =15，900千円
※固定的経費とは、売上の増減に関係なくほぼ一定の金額となる経費であり、傭船料等船舶
及び付帯設備の保有、借受、維持に関する費用、船員費、一般管理費、燃料費などとする。

※前年度予算に対する増は、前年7月から県の負担を6/10から7/10に見直したこと、境港の
寄港が 1往復増加することによる。

3 これまでの取組状況、改善点
-東日本大震災、セウォル号事故など、厳しい環境のなか定期運航が継続され、インバウンドの
増進、貿易の促進、境港のプレゼンスの向上等に寄与した。

-就航6年目以降は、運航会社の自律的な運航に向け、 1往復当たりの補助限度額の上限を
1， 500千円から1， 000千円に低減した。
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

通商物流課(内線・ 7659) 
(単位:千円)費興娠

費
易

費
業
貿

工
商

商

目項
4

b
A
 

吉
万
一
噌
1

7
s
 

備考
訳内j原Rオ

較比前年度本年度名業事
一般財源その他国庫支出金|起債

26， 350 ム3，08529， 435 26， 350 境港利用促進事業

35， 647千円) [正職員:0.8人]32， 588千円(前年度トータルコスト

荷主・船社等訪問及び事業実施調整、補助金業務等

境港のコンテナ取扱貨物量の増加
(コンテナ取扱量目標(平成30年): 2 1 

主な業務内 容

工程表の政策目標(指標)
900TEU) 

事業内容の説明

事業の目的・概要
境港貿易振興会が行う境港定期航路の利用促進及び貨物誘致を目的とした荷主企業・船社等へ

の1m港利用促進活動に対して助成を行うとともに、境港発着のコンテナ混載サービス等の定着
を図るため、サービス提供事業者に対する助成を行う。

2 主な事業内容
(1)境港貿易振興会補助金 5， 3 5 0千円

境港貿易振興会が実施するポートセールス活動に要する経費に対して助成を行う。鳥取県の補
助金額は、所要経費合計額から会費収入及び島根県補助金額を控除し、残額を境港市と折半し
た額である。

これまでの取組状況、改善点
境港利用促進助成については、平成27年度に新規利用から利用拡大へ円滑で切れ目のない支

援を行うため、制度を一部改正したところ。平成28年度は新規利用の一巡などに伴い、事業
費を精査した。
※平成27 (2015)年 境港コンテナ取扱貨物量(実入り) 23， 463TEU(過去最高を記録)
上海航路の継続強化を目的とした貨物集約のための助成制度予、コンテナ小口混載・低温小口

混載輸送サービスの定着を図るための助成制度を引き続き実施する。

3 
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平成 28年度一般会計当初予算説明資料

通商物流課(内線:7659)
(単位:千円)

財源 内訳
事業名本年度前年度比較 備考

国庫支出生起債その他一般財源

業企者業貨物立誘地認致定支事援業事 8， 8251 2， 5001 6， 3251 1 1 1 8， 825 

トータルコスト 9，605千円(前年度3，277千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容利用企業の認定、補助金関連手続等

工程表の政策目標(指標)境港の物流拠点化:境港の取扱貨物量の増加
(貨物取扱量 目標 5，200千トン、コンテナ取扱量 目標 21，900TEU) 

事業内容の説明

1 事業材優外の目的・概要原 や部の達及 給など外企業との取引が拡する中、企業立地の にあたって
は、 のる易港 在が重であり、 内への企立地を進する励 として、境港 位料貿性宇期航品あ路調貿利用に対びの存供する助成海要制度を創設県し、 企業誘大業致による促雇用の拡奨大と検刺境討激港策利用拡大の

双方を促進λιする。

2 主な補平者事助業成( 内容(1) 対象

業 新2増4年設者)4。月た1だ日し以、降大に量、貨鳥物取誘県致企促業進立支地援等制事度業の助既成認条定例事に業基者づはき除事く業。認定を受けた事

( 2 ) 布事す市助期間
業認定日から 5年間、又は境港外貿定期航路を利用した貨物取扱量が上限(]， OOOTEU)に

達るまでの問。

(3)補助額 25千円/TEU

(4)限度額 1社あたり 25.000千円

( 5)予算額 8，825千円
(内訳)事業認定済企業2社の平成28年度境港利用計画に基づく

2 5千円/TEUx35 3TEU=8， 825千円

※TEU=20フィートコンテナの換算単位 40フィートコンテナ (FEU)は2TEUに換算

3 これまでの取組状況、改善点
-企業誘致活動と一体的に当該事業の推進を図った結果、平成26年度に 1社、平成27年度は 1社
の事業認定を行った。

. 拠企円安点業基調による数境国内製造業促{頃の受注増によ進、る当設す該備る事投た業資めをが、本活引県発きへ続とのなき企事っ業て業立推い地進るを中に促努、進本めす県てるいに武おく器。けとるし製て造、の新増設件 も増加向にあるため
立地促進と 港利用 進の双方を促
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通商物流課(内線・ 7659)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

境促進港大支量援貨事物業誘致
5， 100 18， 450 ム13，350 5， 100 

トータルコスト 5，880千円(前年度 19，227千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内 容 利用企業の認定、補助金関連手続

工程表の政策自標(指標)
境(港貨物の物取流扱拠量点目化標:境5，港20の0千取ト扱ン貨、物コ量ンのテ増ナ加取扱量 目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 事請業港の定期定目航的路・概上(中要)国を航輸路送、す韓る国大航口路荷、主環に日対本し海て定、期輸貨送客経船費航の路ー)を利を用して新問規助に大す量貨物 (定
期にー量 以 部一定期成る。

2 主)物た「補境が場事助港年合業対間はに内象お対l容者象付O及外るOぴ.主四貨体E(※以物貨認上の物定で要取前あ件扱年る野者度と.宮はたた前認し年定度論境比1港2でヶの1月既0と存0す利TるE用U.H飢) 

(1 
上増加る主で、かっ次の
路から他すの荷境港航路へシフト貨し

荷主の区分 該当する貨物

境港を新規に利用する荷主 境港を利用した全ての貨物

既に境港を利用している荷主 ①② 他港から境港にシフトした貨物
新たに取扱いを開始した貨物で、境港を利用した貨物

※TEU=20フィートコンテナの換算単位、 40フィートコンテナ (FEU)は2TEUに換算

(2b聖豊富霊 平〈成262年7度年年TEU度間までに県は知新実績事規の事定業を認定止)を受けた荷主

OO0支補限援助度期内容間額 3平年成千間 ( 1 以ご降との 認払い 最廃大36ヶ月)

17，55円0/0千円/年(1事業者あたり) 3年間で最大 22，500千円

( 3)所要経費
5， 1 0 0千円(内訳:既認定事業者の平成 28年度境港利用計画に基づく予算)

3 これ定事までの取数組状社況、 改平善成点
認 業者 4 f1 (3fJiJt 2 8年 l月現在、県内企業 1社、県外企業 3社)

-当続陸、事助送的業距成にの境離対利港象の用をきっかけとした境港ト削利減用を検へをの振替に企インセン流テ集ィりブ効拠補果点助を県発聞揮が内しており、 企国
業継内 短外利縮に貨すより物流もコス 実討現すし企た業な、物が 約 を に移転しした

以の物で境港繋利が用 る業どあ、 期 終了た後も
を用る動きに っている。

-当事業5%創で設あ前っのた平が成、 2成0年2度貨年物流は動調査で、こ鳥上取昇県しのた生。産・消費貨物の境港利用率は
約2 平 5 に 40. 5%f 

-平成 27 (2015)年 境港コンテナ取扱貨物量(実入り) 23， 463TEU(過去最高を記録)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

通商物流課(内線・ 76 5 9) 
(単位・千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

圏庫支出金 起債 その他 一般財源

境支港援輸事業出入拠点化 18. 572 18. 572 。 18. 572 

トータルコスト 20. 132千円(前年度 19. 349千円) [正職員:O. 2人]
主 な業務内容 企業との事業内容調整、補助金関連手続等

工程衰の政策目標(指標) 境(貨港物の取物扱流量拠点化標:境港の取千扱卜貨物量増加
目 5.200 ン、コンテナ取扱量 目標 21.900T E U) 

事業内容の説明

1 
事境し業港助の成の輸を目行的出入い・概拠、要境点上化港のに機資能する機化出能を整図備るを促進する者及び新たな物流サービスを創設する者に対

併せて、一定以 の雇用を創強 する事業には、運営費及び人件費を支援する。

2 主な事業内容

補助対象者

;;;iiiii;zijiiiiiii?iiifi害賠;恕

日韓間関耕!1品輸たもの2.0。
【補助率]

補助内容 2監督ifiit監事7F211手目普通宝聖母分 ?デ2

14 債。費、0シ0ス0テ千ム円運営費、事務所等賃貸料、機器リース料

トSJ最鈴舗でiF?lift究

事業費 O境境潜明長航時出日入出ふ拠点&指事化支業霊ふ援事鈷人sこ業h件関費費oF補o助「o1F金千空E1薬円ら10よ8o0!T野05幣千7円芳2J千(5請0円0 求)

千円X2人)
O:lîì-!!i~~ I:I:I À1~J.'HI::3'Z:JíHJ!iÆ'ili: trlì JliJ~'îiI'1Il:~ ffii ~~ j¥ ~IH'íffl 7 2千円( 1回9.000円X8名)

3 これままでの取十た対組分こ状でと況あ、 改た善港域点殊これで つ 集約 をる企が、当事業を て県

需に進出もr で 阪広書需 繁的な港テ華貨利ナ物取罰周集貨の務に得5臨Z経与〈し自落事喜に繋喜るとと管に、近語Ehの
用平烏に紫古っており の約物約 ている。

成取27生(2015)年消 境貨 コン 扱率 量 2り0))23O，463TEU)(過に去上最昇高。を記録)
県内産・費 の境 用:*，"2 →4 O. 5 % (H25 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4目 貿易振興費

通商物流課(内線:7659)
(単位:千円)

財源内訳
事業名本年度前年度比較 備考

国庫支出金起債その他 一般財源

流ア推ジ進ア地事域業経済交 23， 4971 24，936 ム1.4391 1 1 1 23， 497 

トータルコスト 35， 974千円(前年度 37，360千円) [正職員:1.6人]

主な業務内 容 アジア地域との経済交流を促進するための訪問団の受入れ、商談支援等

工程衰の政策目標(指標) 県内企業の海外展開支援等

事業内容の説明

1 事業の目的と係-概のる要経会済議交等流にを機一動層問アジア地域 促進するために実施する訪問団の受入れ、商談会への参加、航
路利用促進に 的に対応する。

2 主な事業内容

地域等 事 業内容 予算額

韓 国 商談会の支援、航路関係者等の招へのいの参、連航加携路、等安県定運航等議 4， 641千円
の参加、 GTI地方協力委員会等へ 外企業の
訪問、(公財)環日本海経済研究所と

中 国 関係者の吉来林の県招省受へ)、入いGれ及TなびどI商ロ談ジ会スのテ支イ援ツ、中国・北東アジア博覧 3， 200千円
会( ク委員会の協議、中国
企業

ロシア ロシア市場への進出支援、ロシア企業の来県受入れなど 8，000千円

タ イ タイ工業省及び労働省等との連携事業の実施、関係者の招 6， 000千円
へい及び商談会の支援等

その他の地域上記地域以外の経済交流関係者の招へい、商談会の支援、 1， 656千円
及び連携事業貨物需要を掘り起こすための企業訪問等

言十 23. 497千円

3 これまでの取組状況、改善点
-経済交流の拡大につながる訪問団の受入れ、有力バイヤーの招へいなど、効果が期待できる取
組に時機を失することなく、機動的に対応していく。

日本海圏航路の性に係る国・江原 との協議(通年)。平環韓成 27年度の主な取組化誘等中

・中国・吉林省にお活貨ける 国・北韓者アジア捕開催道等会(への出展 (9月)
国・ 江原道との物致担当会議の 7月)

・ロシア・沿海地方政府 との経済東交流協議l守覧(6月、 10月、 1月)及び経済団受入れ(7月)
-タイ・バンコクでのメタレックス 201 5への出展(11月)及びタイ政府との協議(通年)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

通商物流課(内線田 76 5 9) 
(単位.千円)

事業名 |本年度|前年度|比較
財 源 内 訳

目庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

環日本海圏航路利
用促進事業 I 11，178 11， 628 ム450 11， 178 

トータルコストI15， 857千円(前年度 16， 287千円) [正職員:O. 6人]

主な業務内容|航路の周知及び利用促進のための PR、情報収集、企業訪問等

工程表の政策目標(指劇|境港のコンテナ取扱貨物量の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
環日本海定期貨客船航路の安定運航の継続に向け、航路に関する広報や圏内で開催される物流

関係展示会等に出展し、航路の認知度向上と利用促進を図る。

2 主な事業内容
( 1 )認知度向上を図るための広報事業 8， 378千円

①国内一般紙又は専門誌等における広告の掲載
②ウラジオストク市内、韓国における広報委託

(2 )物流関係展示会等への出展事業 2， 1 00千円

( 3)事務費 7 0 0千円

3 これまでの取組状況、改善点
・平成 21年 6月に境港・と東海(韓国)、ウラジオストク(ロシア)を結ぶ環日本海定期貨客船
航路が正式就航して以降、同航路に係る P"R事業、新聞等への広告掲載を継続して実施して
いる。

-引き続き、都内での物流関係展示会に出展し、首都圏の物流事業者や荷主企業等に対して航路
のPRを行うとともに、ロシア圏内での広報活動も展開していく。

0平成27年度の主な取組
-アジア・シームレス物流フォーラム 20 1 5への出展(東京都内、 6月)
・ロジステイクスソリューションフェア 201 5への出展(東京都内、 9月)
・月刊ロシア通信 12月号に航路紹介の広告掲載 (12月)
-貨物利用促進のためのポスター作成(1月)
-ロシア圏内におけるインターネット広告の実施 (2~3 月予定)

-86-



費興振
費
易

費
業
貿

工
商

商

目項

4

款
1

ヲ'
平成 28年度一般会計当初予算説明資料

通商物流課(内線田 7659)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目Ii支出金 起債 その他 一般財源

貿事興易業機支構(援負日体本担制貿金整易)備鍍 12， 694 12， 638 56 12， 694 

トータルコスト 14， 254千円(前年度 14， 191千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 負担金支出、負担金支出先団体との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 境支援港等の利便よ性向上、貨物ナ取誘扱致貨インセンテ増加ィブ制度の活用、県内企業の海外展開
にり、コンテ 物量の を図る。

事業内容の説明

1 海事外日業本販の貿路目易開的振拓興等・概機を要構支援(ジェトロ)が有すトロる鳥海取外貿ネ易ッ情ト報ワセーンクタやーノのウ事ハ業ウ費をの活一用部しを、負県担内す企る業。の
するため、ジェ

2 主な事業内容

組織 事 業 内 廿~・ 予算額

ジェ貿トロ <ジェトロ鳥取負旅担貿易情報センター全体事業費 39， 787千円> 12， 694千円
Oジェトロ 23， 920長千円

鳥情タ報取セ易ン
赴人件帰任費 センタ一所 、アシスタン負ト)、分借)館、事料の一部

費、センタ一事業費(国庫担 務費

0地方負担 15， 867千円l残うち80%((12，694千千円))をは県4が負が担負担 I
り20%( 3， 173 円市

企外、業海へへ外のの貿販各易路種セ開貿拓ミ易ナを相ー狙談のうや県開海催内外及企ネ業び貿ットワーク育をう活成。かした情報の提
供海 の易支援人材を行の を行うことで、

1 8「i会2 1!?221~単語所最
t閣引千円

ビジーネス 2， 983千円 支個援別訪問等による海外ビジネス

難海外誘経済情報
597千円 ー海の外開セ催ミナ 、貿易実務セミナ

輸出 3， 301千円 催海、外見企本業市を出招展聴等した商談会の開

3 これまでの取組状況貿、 改相善談点や
にっ対たし、 易 最新の海外経済情報セミナ一等を実施し、県内企業の貿易人材の

数 佃催Zし26阿たi年数固l度E(E織22060年件品度、H空幻n局年回度主Hk2主半1年張期度主上13平半7件期〉 鍔9阿)草] 
関7 い 資個別ビジネス案け件たの創力出の促す進

「 の発展に向 協に関 る

んでいく。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

通商物流課(内線:7659)
(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

鳥取県東南アジア
ビューロー設置運
営事業

9，996 9，969 27 9，996 

トータルコストI15， 455千円(前年度 15，386千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容|事業者との調整、事業管理、契約支払事務

工程表の政策目標(指標)I県内企業の販路拡大、市場開拓:海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県及び鳥取県内団体・企業等の東南アジア地域における受注拡大、観光客誘致、販路開拓、

情報発信等を支援するための現地拠点として、タイ王国バンコク都において r)鳥取県東南アジア
ビューロー」を運営する。

2 主な事業内容
鳥取県東南アジアビューロー設置運営委託
(1)設置運営方式委託方式
(2 )設置場所 タイ王国バンコク都内
(3 )設置条件 専属的職員 l名以上の配置、事務所及び協議スペース等の設置など
(4)業務内容
0東南アジア展開を図る県内企業の支援
・東南アジア諸国のビジネス情報、貿易関連法令情報の集積、分析、提供
・現地での受注拡大に関するアドバイス、現地事情のレクチャー
-タイ圏内及び東南アジア各国における商談会及び産業・商品見本市展示会の出展支援など

O観光プロモーション支援
-タイの観光旅行会社との連絡調整
・観光展出展、タイアップ広告等情報発信業務の支援
・チャーター便等の情報収集 など

。訪問団の受入れ支援
0ネットワーク形成支援
・タイ政府、産業・商工・観光団体・大学等とのネットワーク形成

( 5)事業費委託料9， 960千円
報 酬 36千円(鳥取県東南アジアビューロー設置運営委員会委員報酬)

(6 )平成 28年度委託事業者の選定
公募型プロポーザル方式にて受託希望者を募集し、平成 28年3月に開催する審査会にて

受託者を選定する。

[平成27年度の運営状況】
-委託先一般社団法人貿易アドバイザー協会 (A1 B A) 
・委託期間平成27年4月1日L平成28年3月31日
-設置場所 タイ王国バンコク都 チャーンイサラタワー l階(シーロム地区)

rVTTNipponJ内 ※VTTはAIBA会員が出資している団体。

3 これまでの取組状況、改善点
・平成25年 11月の開設以来、現地市場調査及び情報提供を行ったほか、インバウンド誘客に
向けた本県の現地観光プロモーションの支援、現地見本市への出展支援、タイ工業省や現地製
造業団体とのネットワーク形成支援を実施している。

・県内企業の受注獲得や現地販路開拓支援を、今後も県内企業の東南アジア地域への事業展開に
連動して側面支援を継続実施する。

[平成27年度主要実施事業]
・タイ国際旅行フェア出展支援 (8月)、鳥取・島根物産観光フェアー出展支援(1月)
・県内企業とタイ企業との売貿契約締結、庖舗展開支援(11月)
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